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令和８年度（２０２６年度）北海道商工会連合会指導事業費補助金交付要綱

第１ 趣旨

商工会の健全な運営を確保し、併せて小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事

業（以下「経営改善普及事業」という。）の円滑な推進を図り、もって小規模事業者の振興

と安定に寄与するため、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平

成５年法律第５１号）及び北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第３４号。）に

定めがあるもののほか、この要綱に定めるところにより北海道商工会連合会（以下「商工会

連合会」という。）の行う商工会指導事業及び経営改善普及事業、一般振興事業に対し、予

算の範囲内で補助する。

第２ 補助金の交付の対象、補助の対象者

１ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び補助金の交付の対象と

なる者は、次のとおりとする。

補助金の交付の対象 補助対象者

(１)商工会指導員及び補助員を設置して行う商工会を指導する商工会 商工会連合会

指導事業並びに専門経営指導員及び補助員を設置して行う経営改善

普及事業に要する職員の設置費及び指導事業費

(２)小規模事業者に対する施策普及事業

(３)商工会指導事業及び経営改善普及事業の適正かつ効率的な実施を

図るために行う資質向上対策推進事業

(４)商工会指導事業及び経営改善普及事業の適正かつ効率的な実施を

図るために行う経営・技術強化支援事業

(５)商工会情報ネットワーク化等推進事業

(６)商工会連合会が行う、商工会に設置されている青年部又は女性部

の活動推進及び特産品等の開発・普及や創業・経営革新による取組

に対する講習会・研修会など地域の活性化に貢献する若手後継者育

成等地域活性化事業

(７)商工会の広域的な連携協力体制の確立に向けた取組み支援を行う

商工会広域連携合併支援事業

(８)中小企業の倒産に伴う社会的混乱の未然防止を図るために行う経

営安定特別相談事業

(９) 一般振興事業

２ 経営改善普及事業及び商工会指導事業を実施する場合は、補助対象職員（商工会指導員、

専門経営指導員及び補助員をいう。以下同じ。）について給与、退職金その他必要な労働条

件に関する適切な規程を定め、商工会に対しても標準給与体系を定める等適切な指導を行う

ものとする。

３ 補助対象職員についての給与規程は昇給条項を有し、退職年金規程は勤労者退職金共済機

構による給付以上の給付が確保されているものとする。

その他必要な労働条件に関する規程は、勤務時間、休日などの通常の労働条件について、

おおむね地方公務員に準じた程度の条件を確保するものとする。

４ 商工会指導事業及び経営改善普及事業の成否は、その指導業務を担当する補助対象職員の

資質及び熱意のいかんにかかっているので、次の諸点を具備した人事管理委員会のような協

議機関（以下「人事管理委員会」という。）を設け、補助対象職員の人事に関する処理を行

うよう努めるものとする。

(１) 人事管理委員会は、商工会指導事業及び経営改善普及事業に係る補助対象職員の人材

の確保、資質の向上、人事の交流及び身分の安定等を図ることを目的としたものであるこ

と。

(２) 人事管理委員会は、商工会及び商工会連合会の補助対象職員（特に経営指導員）の統

一資格認定等の試験の実施、俸給等の傾斜配分のための統一基準俸給表の作成による格付、

人事の交流及び身分の安定等に必要な諸規程の整備等を行うものであること。
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(３) 人事管理委員会の運営に当たっては、原則として学識経験者、商工会連合会及び商工

会の役職員等を構成員とし、円滑に行われるものであること。

第３ 補助対象職員の資格等

補助対象職員については、商工会及び小規模事業者の期待に応え、商工会指導事業及び経

営改善普及事業の効果を確保するため、その指導能力の向上が強く要請されている。

その採用においては、多方面に募集する等人材の確保に努めるとともに、既存の補助対象

職員については、研修、不適格者の排除等により資質の向上に努めなければならない。

このため、補助対象職員の資格要件は、次のとおりとする。

１ 年齢

(１) 補助対象職員を新たに任用する場合は、年齢が満６２歳未満であって、かつ、過去

の経歴からみて適当と認められる者でなければならない。ただし、専門経営指導員として

適任者を採用する場合にあって、知事が指導体制強化のためやむを得ないものと認めたと

きは、この限りではない。

(２) 補助対象期間は、当該補助対象職員が満６５歳となる年度の末までとする。ただし、

令和７年４月１日から令和１３年３月３１日までの間は、次の表に定めるそれぞれの期間

の区分に応じた年齢の年度末までとする。

期間 年齢

令和 ７年４月１日から令和 ９年３月３１日 満６２歳

令和 ９年４月１日から令和１１年３月３１日 満６３歳

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日 満６４歳

上記のただし書きに関わらず、満６６歳未満で、知事があらかじめ経営指導体制の維持

改善のため当該補助対象職員を引き続き補助対象とすることにやむを得ない事情があり、

十分指導能力があると認めたときは、この限りではない。

その場合は、あらかじめ別記第１号様式（商工会指導員等の年齢制限適用除外申請書）

を提出し、その承認を受けなければならない。

２ 資格

(１) 商工会指導員

商工会指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）を卒業した

者又は専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関す

る規程（平成６年６月２１日文部省告示第８４号）第３条に規定する専修学校専門課程

の課程で文部科学大臣が認めるものを修了し、高度専門士の称号を得た者（以下「大学

卒業者等」という。）であって、商工鉱業の指導又は経営実務に最近５年のうち３年以

上従事した経験を有する者

イ 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又は専修学校の専門課

程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程（平成６年６月２

１日文部省告示第８４号）第２条に規定する専修学校専門課程の課程で文部科学大臣が

認めるものを修了し、専門士の称号を得た者（以下「短期大学等卒業者等」という。）

であって、商工鉱業の指導又は経営実務に最近７年のうち５年以上従事した経験を有す

る者

ウ 商工鉱業の指導又は経営実務に７年以上従事した経験を有する者であって、満３０歳

以上の者

エ 知事が、アからウまでに規定する者と同等以上の指導能力を有すると認めた者

(２) 専門経営指導員

専門経営指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

ア 経営指導員を３年以上経験し、年齢が２７歳以上の者であって、かつ、商工鉱業の指

導に必要な専門的知識を有する者

イ 経営指導員を３年以上経験し、年齢が２７歳以上の者であって、かつ、独立行政法人

中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）の行う中小企業支援担当者等研修の専

門研修のうち一以上の研修（受講した研修期間の合計が２０日間以上であること。）を
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修了した者又は修了すると認められる者

ウ 次のいずれかに該当し、年齢が３０歳以上（ただし、現に商工会等又は商工会連合会

に５年以上勤務している者にあっては、２７歳以上）の者であって、かつ商工鉱業の指

導に必要な専門的知識を有する者

(ｱ) 大学卒業者等であって、商工鉱業の指導又は経営実務に最近５年のうち２年以上従

事した経験を有する者

(ｲ) 短期大学等卒業者等であって、商工鉱業の指導又は経営実務に最近５年のうち３年

以上従事した経験を有する者

(ｳ) 商工鉱業の指導又は経営実務に最近７年のうち５年以上従事した経験を有する者

エ 次のいずれかに該当する者

(ｱ) 公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）の規定による公認会計士、会計士補又

は計理士の資格を有する者

(ｲ) 税理士法（昭和２６年法律第２３７号）の規定による税理士の資格を有する者

(ｳ) 中小企業診断士の登録を受けている者

(３) 補助員

補助員は、商工会指導員又は専門経営指導員の不在時において軽度の指導が行えるよう

原則として高等学校卒業程度以上の学力を有する者のうちから、軽度の指導等の能力があ

ること等に重点を置いて選定すること。

３ 実務経験等の判定に関する留意事項

(１) 商工会指導員及び専門経営指導員の資格に係る「指導実務」及び「経営実務」につい

ては、次のいずれかに該当するものでなければならない。

ア 指導実務に従事した経験を有する者とは、次に掲げる者であって商工鉱業の指導的な

業務に従事していたと認められる者をいう。

(ｱ) 商工鉱業行政及び税務、労働等の部門の公務員であった者

(ｲ) 商工鉱業指導団体（例えば、中小企業団体中央会、商工会連合会、商工会、商工会

議所、法人会、青色申告会等）の常勤役職員であった者

(ｳ) 商工鉱業関係組合（例えば、事業協同組合、商工組合等）の常勤役職員であった者

(ｴ) 公認会計士、税理士又はその補助者であった者

(ｵ) 親企業の役職員であって、下請関係の業務を受け持っていた者

(ｶ) 高等学校と同等以上の学校で、経営、簿記等を担当する教師であった者

イ 経営実務に従事した経験を有する者とは、次に掲げる者をいう。

(ｱ) 企業の経営者又は常勤の役員であった者

(ｲ) 企業の総務、企画、経理、営業等の部門を専門的に担当していた者であって相当の

責任ある地位にあった者

(２) 専門経営指導員の資格に係る商工鉱業の指導に必要な「専門的知識」については、次

のいずれかに該当するものでなければならない。

ア 一般的指導業務のほかに、特定の経営管理、技術及び業種別問題等の研究又は研修を

行い、商工鉱業の専門的な指導業務に携わっていたと認められる者

イ 国、地方公共団体又は指導団体等に長期間にわたり勤務し、経営又は技術に関する専

門部門を中心に指導又は研究を行った者

(３) 第３の２の(１)アからウに規定する商工会指導員の資格に係る商工鉱業の指導又は経

営実務に従事した経験年数について、機構の行う研修（基礎研修）を受講した者にあっ

ては、経験年数を２年有するものとみなし、経験年数に加算するものとする。

４ 補助対象職員の設置基準等

補助対象職員の設置等に対する補助は、次の要件を満たすものについて行うものとする。

(１) 商工会指導員等

商工会連合会は、別途定める範囲内で商工会指導員及び補助員を設置することができる。

(２) 広域指導センターに係る補助の要件

広域指導センターは、次の要件を満たすものであること。

ア 商工会連合会の本部に１箇所のほか地域の経済圏の中心部に支所を設けるものである
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こと。

イ 支所ごとの指導対象地区の重複がないこと。

ウ 支所の所在地の交通等の便を考慮して、広域指導センターの事業を機動的に実施する

ことが可能な最も適当な場所に選定されていること。

エ 広域指導センター（支所を含む。）は、別途定める設置数の範囲内で設置される専門

経営指導員及び補助員をもって構成されるものであること。

第４ 補助対象経費及び補助金の額

補助対象経費は、別表第１のとおりとし、補助金の額は、別表第２に掲げる補助対象経費

の区分ごとの算定基準により算出される額の合計額以内とする。

第５ 補助金の経費の取扱いに関する留意事項

補助金の経費ごとの取扱いは、次のとおりとする。

１ 補助対象職員の設置費

各経費区分の支給については、商工会連合会の支給規定又は北海道職員の支給規定に準じ

て行うものとする。

なお、補助対象職員の１人当たりの各経費区分の月額等補助金は、交付基準単価（別表第

２の「算定基準」欄の経費毎の単価をいう。以下同じ。）の範囲内とするが、これは実際の

補助限度を示すものではなく、算定基準により算出された額（以下「交付基準額」という。）

の範囲内において、実支給額に応じて増減することは差し支えない。

(１) 俸給及び扶養手当

ア 俸給

俸給の補助は、次の各号に掲げる場合については１に基づかず、次のとおりとする。

(ｱ) 商工会指導員であって、その資格が第３の２の(１)のエに該当する者（ただし、そ

の後において第３の２の(１)のアからウに掲げる資格区分のいずれかに該当するよう

になった場合を除く。）の俸給の補助月額については、交付基準単価の２０パーセン

トを超えて増額することができない。

(ｲ) 商工会指導員又は専門経営指導員であって、年齢が第３の１の(１)の前文に該当し

ない者の俸給の補助月額は、次年度以降交付基準単価を超えて増額し、支給すること

ができない。

イ 扶養手当

扶養手当の補助は、次の各号に掲げるとおりとする。

(ｱ) 扶養手当は、年度当初において６０歳未満又は第３の１の(２)に規定する年齢を満

たす定年退職前の補助対象職員であって、扶養親族のある者を補助対象とする。

(ｲ) 扶養手当の補助対象となる扶養親族は、次に掲げる者で他に生計の途がなく主とし

て(ｱ)の補助対象職員の扶養を受けている者とする。

ａ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子

ｂ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫

ｃ 満６０歳以上の父母及び祖父母

ｄ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹

ｅ 重度心身障害者

(ｳ) 扶養手当の月額は次のとおりとする。

ａ (ｲ) のａに該当する扶養親族については、１人につき１３，０００円とする。

ｂ (ｲ) のｂからｅまでに該当する扶養親族については、１人につき６，５００円と

する。

ｃ 上記ａのうち、満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子については１

人につき５，０００円を加算する。

(２) 地域手当

地域手当の補助は、次に掲げるとおりとする。

ア 札幌市内に勤務する補助対象職員を補助対象とする。

イ 補助対象経費の月額は、俸給月額に１００分の４を乗じて得た額又は実支給額のいず

れか低い額とする。
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(３) 通勤手当

通勤手当の補助は、次に掲げるとおりとする。

ア 通勤手当は、次の各号のいずれかに該当し、徒歩により通勤することとした場合、そ

の通勤距離が２キロメートル以上のもの（徒歩により通勤することが困難と認められる

者はこの限りではない。）を補助対象とする。

(ｱ) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用し、そ

の運賃及び料金（以下「運賃等」という。）を負担することを常例とする者

(ｲ) 通勤のため自動車その他の交通用具（以下「自動車等」という。）を使用すること

を常例とする者

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)を併用することを常例とする者

(ｴ) (ｲ)又は(ｳ)に該当する者で、自動車等の駐車のための施設（以下、「駐車場等」と

いう。）を利用し、その料金を負担することを常例とする者。

イ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる額を超えないものとする。

(ｱ) アの(ｱ)に該当する補助対象職員については、

ａ 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的な場合

支給単位期間（定期券の最長通用期間に相当する期間で６箇月を限度）に係る運

賃等相当額とする。ただし、１箇月当たりの運賃相当額が１５０，０００円を超え

るときは、１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

ｂ 回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的な場合

１箇月（通勤２１回分を限度）に係る運賃相当額とし、１５０，０００円を限度

とする。

(ｲ) 上記アの(ｲ)に該当する補助対象職員については、次によるものとする。

自動車等の使用距離の片道 月 額

５ｋｍ未満 ２，０００円

５ｋｍ以上、１０ｋｍ未満 ４，６００円

１０ｋｍ以上、１５ｋｍ未満 ７，３００円

１５ｋｍ以上、２０ｋｍ未満 １０，４００円

２０ｋｍ以上、２５ｋｍ未満 １３，５００円

２５ｋｍ以上、３０ｋｍ未満 １６，６００円

３０ｋｍ以上、３５ｋｍ未満 １９，７００円

３５ｋｍ以上、４０ｋｍ未満 ２２，８００円

４０ｋｍ以上、４５ｋｍ未満 ２５，９００円

４５ｋｍ以上、５０ｋｍ未満 ２９，１００円

５０ｋｍ以上、５５ｋｍ未満 ３２，３００円

５５ｋｍ以上、６０ｋｍ未満 ３５，５００円

６０ｋｍ以上、６５ｋｍ未満 ３８，７００円

６５ｋｍ以上、７０ｋｍ未満 ４２，２００円

７０ｋｍ以上、７５ｋｍ未満 ４５，７００円

７５ｋｍ以上、８０ｋｍ未満 ４９，２００円

８０ｋｍ以上、８５ｋｍ未満 ５２，７００円

８５ｋｍ以上、９０ｋｍ未満 ５６，２００円

９０ｋｍ以上、９５ｋｍ未満 ５９，６００円

９５ｋｍ以上、１００ｋｍ未満 ６３，０００円

１００ｋｍ以上 ６６，４００円

(ｳ) 上記アの(ｳ)に該当する補助対象職員については、同上アの(ｱ)及び(ｲ)により算出
される合計額とする。ただし、(ｱ)により算出される１箇月当たりの運賃等相当額及

び(ｲ)により算出される１箇月当たりの運賃等相当額の合計が１５０，０００円を超

えたときは、１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

(ｴ) 上記アの(ｴ)に該当するものは当該支給単位期間につき、５，０００円を超えない

範囲内で1箇月当たりの駐車場等の料金に相当する額とする。
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ただし、上記アの(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)により算出される1箇月当たりの額の合計額が１５

０，０００円を超えたときは、１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて

得た額とする。

(４) 期末手当

期末手当及び勤勉手当（以下「期末手当」という。）の補助は、補助対象職員の設置数

に対応する交付基準額の範囲内で交付し、次の各号に掲げるとおりとする。

ア 補助対象職員一人当たりの補助金限度額（次号を除く。）は、前記(１)（俸給及び扶

養手当）及び(２)（地域手当）の補助月額に、補助対象となった時期に応じて、次の表

の支給月数を乗じた額とする。

①年度当初において６０歳未満又は第３の１の(2)に規定する年齢を満たす定年退職前の者

補助対象となった時期 6月支給 12月支給 計

前年度12月2日以前から 2.325 2.325 4.65

前年度12月3日より1月2日までの間 2.019375 2.325 4.344375

1月3日より3月2日までの間 1.6075 2.325 3.9325

3月3日より6月1日までの間 0.80375 2.325 3.12875

6月2日 － 2.325 2.325

6月3日より7月2日までの間 － 2.019375 2.019375

7月3日より9月2日までの間 － 1.6075 1.6075

9月3日より12月1日までの間 － 0.80375 0.80375

12月2日以降 － ー ー

②年度当初において60歳以上の者（①に該当しない者）

補助対象となった時期 6月支給 12月支給 計

前年度12月2日以前から 1.225 1.225 2.45

前年度12月3日より1月2日までの間 1.056875 1.225 2.281875

1月3日より3月2日までの間 0.8375 1.225 2.0625

3月3日より6月1日までの間 0.41875 1.225 1.64375

6月2日 － 1.225 1.225

6月3日より7月2日までの間 － 1.056875 1.056875

7月3日より9月2日までの間 － 0.8375 0.8375

9月3日より12月1日までの間 － 0.41875 0.41875

12月2日以降 － － ー

イ 商工会指導員及び専門経営指導員（以下「指導員」という。）については、北海道商

工会連合会の支給規程等に期末手当の算定基礎額に俸給及び俸給に対する地域手当の一

定割合を加算する旨の規程があり、当該規程に基づき支給する場合には、次の算式によ

って算出される額（以下「指導員職務加算額」という。）を加算して支給することがで

きる。

（俸給及び俸給に対する地域手当の補助月額）×０．０５

×在職期間に応じた上記アの支給月数

ウ 指導員職務加算額については、指導員職務加算額として交付された交付基準額の範囲

内であれば、個々の指導員の支給額について俸給及び地域手当に準じて補助金の額を増

減して差し支えないものとする。ただし、個々の指導員の加算率は５パーセントを限度

とし、指導員職務加算額として交付された補助金は、指導員職務加算額以外には使用で

きないものとする。

エ 期末手当の補助対象経費は、上記ア及びイに準じて算出した額又は実支給額のいずれ

か低い額とする。ただしこの場合、ア及びイ中、補助金限度額は補助対象経費と、補助

月額は補助対象月額と読み替えるものとする。

(５) 寒冷地手当

基準日（毎年１１月から翌年３月までの各月の初日）に在職（休職中の者を含む。）し
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ている者を補助対象とし、補助対象経費の額は、商工会連合会の実支給額とする。

(６) 住居手当

住居手当の補助は、次の各号に掲げるとおりとする。

ア 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する者を補助対象とする。

(ｱ) 自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１万３，０００円を超え

る家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている者（１の(1)のイ（扶養手当）の

(ｲ)にいう扶養親族（以下この項において同じ。）の名義で借り受け又は扶養親族と共

同して借り受けている住宅に当該扶養親族と同居し、当該補助対象職員の収入によっ

て生計を支えており家賃を支払っている者を含む。）

(ｲ) ４の(６)に規定する人事交流単身赴任手当を支給される者で、配偶者が居住するた

めの住宅を借り受け、月額１万３，０００円を超える家賃を支払っている者

イ 住居手当の補助対象月額は、次の各号に掲げる額（上記アの(ｱ)に該当する者が(ｲ)に

も該当する者であるものについては、(ｱ)及び(ｲ)に掲げる額の合計額）を超えないもの

とする。

(ｱ) アの(ｱ)に該当する補助対象職員であって、

ａ 月額２万４，０００円以下の家賃を支払っている者の場合

家賃月額から１万３，０００円を控除した額

ｂ 月額２万４，０００円を超える家賃を支払っている者の場合

（家賃月額－２万４，０００円）×２分の１の額（１万７，０００円限度）＋１

万１，０００円（１００円未満、端数切り捨て。）

(ｲ) アの(ｲ)に該当する補助対象職員にあっては、(ｱ)の規定の例により算出した額の２

分の１に相当する額（１００円未満、端数切り捨て。）

(７) 超過勤務手当

超過勤務手当の補助は、次の各号に掲げるとおりとする。

ア 超過勤務手当は、補助対象職員を対象とし、交付された補助金合計額の範囲内ならば

個々の補助対象職員の超過勤務の実績に応じて増減してもよい。

イ 超過勤務手当の支給の際における１時間当たりの補助対象単価は、補助対象職員ごと

の１時間当たりの俸給額（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３７条に規定する

通常の労働時間の１時間当たりの賃金の計算額）の１００分の１３５を限度とする。た

だし、その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１

６０を限度とする。

(８) 福利厚生費

福利厚生費は、補助対象職員についての健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇

用保険料、労災保険料、子ども・子育て拠出金及び子ども・子育て支援金について事業主

負担分を支払った場合、事業主負担分の２分の１又は交付基準額のいずれか低い額を限度

として補助するものとする。

(９) 補助対象職員の長期欠勤等の人件費の取扱い

補助対象職員が傷病等にかかり、又は研修会等に派遣されたために長期間にわたって欠

勤（本務から離れるに至った場合を含む。以下同じ。）した場合の人件費の取扱いは、次

のとおりとする。

ア 傷病等により業務を離れた場合

(ｱ) 公務上による傷病のため長期間にわたって欠勤するに至った場合、当該長期欠勤の

始まる日がその月の１５日以前であればその月から、１６日以降であればその月の翌

月から２４箇月間まで、通勤手当及び超過勤務手当以外の人件費の全額を補助対象と

する。

(ｲ) 結核性疾患のため長期間にわたって欠勤するに至った場合においては、(ｱ)に規定

する補助対象月から２４箇月間まで、(ｱ)にいう人件費の８割を補助対象とする。

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)以外のその他の場合においては、(ｱ)に規定する補助対象月から３箇月

間までは、(ｱ)にいう人件費の全額を補助対象とし、３箇月を超えた９箇月間につい

ては５割を補助対象とする。
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(ｴ) 人件費のうち通勤手当及び超過勤務手当については、当該長期欠勤の始まる日の該

当月から出勤開始の日の該当月の前月までの期間については、補助対象外とする。

この場合、当該長期欠勤の始まる日及び出勤開始の日の該当月については、その月

の１５日以前であればその月、１６日以降であればその月の翌月とする。

イ 研修等により業務を離れた場合

団体等において行う研修会等に派遣されたため、長期間にわたってその本務から離れ

るに至った場合、知事が、当該研修会等が補助対象職員の業務を有効かつ適正に行うた

めに必要であると認めたときに限り補助対象とする。

この場合、その本務から離れるに至った日がその月の１５日以前であればその月から、

１６日以後であればその月の翌月から３箇月間とする。ただし、当該補助対象職員の派

遣等が、後記２の(1)のイ、４の(１)並びに(３)の研修に出席したもの、又は知事が特

に必要と認めたものである場合は、本務に従事しているものとみなし、全ての人件費を

補助対象とする。

ウ 通算の取扱い

上記ア及びイに掲げる長期欠勤等の補助対象とする月数の計算については、２事業年

度以上にまたがる場合においても通算する。

エ 補助対象職員の変更

補助対象職員が転退職（出向を含む。以下同じ。）し、又は新規に補助の対象となった

場合の人件費の取扱いは、次のとおりとする。

(ｱ) 補助対象職員が転退職した場合においては、転退職した日がその月の１５日以前の

ときはその月の前月まで、１６日以後のときはその月までを補助対象とする。

(ｲ) 補助対象職員を新規に補助対象とする場合においては、補助対象とした日がその月

の１５日以前のときはその月から、１６日以後のときはその月の翌月から補助対象と

する。

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)の場合、変更を生じた月においては転退職者及び新規補助対象者のそれ

ぞれの勤務日数が合わせて１６日以上になる場合には、いずれかの一方の者を補助対

象とする。

オ 補助対象職員の通算の取扱い

商工会、商工会議所及び商工会連合会の間において転職（出向を含む。以下同じ。）

した場合には、当該補助対象職員の俸給、期末手当等については、通算するものとして

転職により不利な取扱いとならぬよう処置するものとする。

２ 補助対象職員の変更

補助対象職員を変更（退職又は任命）しようとするときは、あらかじめ別記第２号様式に

よる変更承認申請書を知事に提出し、承認を受けなければならない。

３ 補助対象職員の長期欠勤等

（１）補助対象職員が引き続き３箇月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合（第５

の１の(９)のイのただし書にある研修等に出席する場合及び前項の規定による変更承認を

受けようとする場合を除く。）には、速やかに別記第３号様式による補助対象職員（長期）

欠勤届を知事に提出しなければならない。

（２）補助対象職員が１箇月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合（第５の１の(９)

のイのただし書にある研修等に出席する場合を除く。）には、速やかに別記第３号様式に

よる補助対象職員欠勤届を知事に提出しなければならない。

（３）補助対象職員長期欠勤届又は補助対象職員欠勤届提出後、当該補助対象職員が出勤を開

始した場合は、速やかに別記第４号様式の補助対象職員等出勤開始届を提出しなければな

らない。

４ 指導事業費

(１) 旅費及び事務費

ア 指導旅費

商工会指導員及び専門経営指導員の指導旅費の補助については、それぞれの設置数に応

じて算出される交付基準額とするが、交付された合計額の範囲内で商工会指導員及び専門
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経営指導員ごとの旅費を増減することとして差し支えない。

(ｱ) 離島地区指導旅費加算分

離島地区指導旅費の加算分については、交付された合計額の範囲内で商工会指導員

及び専門経営指導員ごとの旅費を増減して差し支えない。

(ｲ) 旅費については、商工会連合会の旅費規程を使用するものとし、必要があれば全線

パスを支給するものであっても補助対象とすることができる。

また、地区内出張の際、バス券、電車券などを実費弁償の形で支給することも認め

る。ただし、月（日）額旅費として定額を支給してはならない。

(ｳ) 指導旅費は、補助員が使用する場合も補助するものとする。

イ 研修旅費等

(ｱ) 研修旅費（商工会連合会の行う研修）

専門経営指導員は、商工会連合会が免除した場合を除き、必ず経営指導員等研修会

に出席するものとし、研修会に出席してなお研修会出席旅費に残額を生じた場合又は

研修会への出席を免除された場合については、指導旅費に使用して差し支えない。

(ｲ) 商工会指導員研修会出席旅費（全国商工会連合会の行う研修）

商工会指導員は、商工会指導員研修会への出席旅費の交付を受けた場合、必ずその

研修に出席しなければならない。研修会に出席してなお研修会出席旅費に残額を生じ

た場合又は研修会への出席を免除された場合については、指導旅費に使用して差し支

えない。

ウ 広域指導センター所長会議出席旅費（全国商工会連合会の行う会議）

広域指導センターの所長は、広域指導センター所長会議への出席旅費の交付を受けた

場合、必ずその会議に出席しなければならない。なお、所長がやむを得ない事由により

出席できない場合には、広域指導センター業務に携わる補助対象職員（補助員を除く。）

を代理として出席させることができるものとする。

エ 指導事務費

指導事務費の補助は、補助対象職員の設置数に応じて交付される合計額の範囲内とな

るが、指導事務費の使用にあっては、経費ごとの使用割合に適正な均衡を保ち、経営改

善普及事業の遂行に支障を来たさないようにしなければならない。

(ｱ) 離島地区指導事務費の加算分については、交付された合計額の範囲内で商工会指導

員及び専門経営指導員ごとに増減して差し支えない。

(ｲ) 借料及び損料には指導用車両の借上料を含めるとともに、燃料費については対象外

車両も補助の対象とするが、この場合は必ず経営改善普及事業の実施に必要なものに

限るものとし、この認定に必要な賃貸借契約書及び経営改善普及事業に要した稼働距

離数等を記した運転日誌を備え保存すること。

オ 調査研究費

調査研究費の補助は、次により行うものとする。

(ｱ) 調査研究費は、商工会指導員及び専門経営指導員（以下この項において「指導員等」

という。）が指導業務を実施するに当たり経営改善普及事業又は商工会指導事業に関

する特定の調査研究を行うため、又は研修の受講に要する経費及び日常研究用として

必要な参考資料の購入費に充てるものとし、その補助はそれぞれの設置数に応じて交

付される合計額の範囲内とし、経費の内容は別表第１のとおりとする。

なお、調査又は研究項目並びに購入資料名は特に指定しないが、次の点に留意して

実施すること。

ａ 調査は、指導員等が指導業務を実施するに当たり必要とするものであって、例え

ば、地区内の商工業に関する金融、税務、労務、消費動向又は倒産状況等の実態調

査（全国商工会連合会の指導の下に行う商工会の運営に関する実態調査等を含む。）、

指導効果の測定等に関するものであること。

ｂ 研究又は研修受講は、指導員等の指導能力の充実に関するものであって、例えば、

地区内の小規模事業者の経営の振興発展を目的とした研究又は指導技術の向上を目

的とした研究（指導員等の相互研究を含む。）及び研修（中小企業庁長官又は経済
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産業局長若しくは知事の指示又は承認を受けた研修会（通信講座を含む。））等であ

ること。

ｃ 指導業務を実施するに当たり、日常研究用として必要な参考資料とは、例えば、

中小企業六法、中小企業関係法制・施策の解説書、中小企業の経営指標、その他こ

れに準ずる指導用の図書、雑誌、パンフレット等の資料であって指導員等の日常の

業務に使用するものであること。

カ 講習会等開催費

経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演会（商工会の合併等を支援するための

講習会等を含む）、個別指導等の開催及び経営改善普及事業の一環として実施する記帳

継続指導に要する謝金、借損料（移動講習会の場合の車両を含む）、資料費、消耗品費、

会議費、印刷製本費、雑役務費及び通信運搬費に使用するものとし、交付基準額の範囲

内で交付するが、使用にあたっては地域の実情に即して小規模事業者の経営又は技術の

向上に最も効率的な事業を実施されるよう指導するものとする。

また、取扱いは次のとおりとする。

(ｱ) 会場等借上料の使用については、講習会等の会場借上料及び会場用の机、椅子、マ

イク、テープレコーダー等の借上料並びに冷暖房費に使用するものとする。

なお、自己の会議室を使用した場合は、使用料に関する正規の規程があり、かつ、

使用料の支出と受取りが相互に別会計となっているときは、当事業についての使用料

が、他の一般事業の使用料に比較して不当に高い場合については、一般事業なみ程度

の支出のみを認める。

(ｲ) 資料費については、講習会等に要するテキスト、パンフレット、開催通知書、チラ

シ等の印刷代、新聞折込料又は郵送料、録音テープ等の購入代、新聞、有線放送若し

くは宣伝カー等による広告料又は開催に当たり必要とする参考図書（テキスト抜粋用

の図書を含む。）等の購入代に使用するものとする。

(ｳ) 専門家を招へいして行う場合の講師旅費を補助対象とする場合は、指導旅費で使用

する規程に準じ、講師謝金とは別に使用し、整理すること。

なお、講師の送迎タクシー代に使用しても差し支えないが、必ず領収書を備えてお

くこと。

(ｴ) 遠隔地で開催する講習会等に役職員が出席するための経費は補助対象とすることが

できる。

キ 金融指導費

小規模事業者経営改善資金融資制度又は小規模企業者等設備貸与事業を中心とした金

融指導事業に要する事務費及び旅費を補助対象とする。

(２) 福利環境整備費

福利環境整備費は、商工会連合会が支払う補助対象職員のための退職年金積立金、退職

金積立金並びに福利厚生施設購入費（賃借料を含む。）及び福利厚生関係運動用具購入費

について、交付基準額の範囲内において補助する。

なお、第５の１（８）に規定する社会保険料（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険

料、雇用保険料及び労働災害補償保険料）、子ども・子育て拠出金及び子ども・子育て支

援金については、この項の補助対象としない。

５ 小規模事業施策普及費

小規模事業施策普及費の補助は、商工会連合会の作成する北海道商工会連合会ニュース（以

下「道連ニュース」という。）及びホームページの作成（（ＳＮＳの運用を含む。）（その内容

が小規模事業者に対する施策普及を主たる内容とするものに限る。））を対象とし、次により

行うものとする。

(１) 道連ニュースは年３回以上作成すること。

(２) 道連ニュースの作成、配布及び掲示、ホームページの作成についての実施計画は、実施

方針に即したものであると認められること。

(３) 補助金の交付は、交付基準額の範囲内において商工会の地区内の小規模事業者数に応じ

て行うものとする。
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(４) 補助金は、道連ニュースの印刷製本費、取材費、編集費及び原稿作成謝金のほか配布又

は掲示に要する費用のうち、新聞折込料、掲示料金、その他これらに準ずる経費並びにホ

ームページ作成費に使用できるものとする。

また、配布又は掲示については、商工会指導員等のほか、商工会連合会及び商工会の役

職員、会員を積極的に活用するものとする。

６ 資質向上対策事業費

(１) 機構研修等参加費（機構研修）

ア 機構の実施する研修（以下「機構研修」という。）等に係る旅費及び受講料の補助は、

機構研修等に出席する補助対象職員に対し、研修課程ごとの交付基準額の範囲内で交付

するものとし、また、機構以外の民間の研修機関における研修に参加する場合の補助は、

必要性、研修内容、受講料等について知事が認める場合に限り交付するものとする。

イ 商工会指導員、専門経営指導員及び補助員は、機構研修等の出席旅費及び受講料の交

付を受けた場合、必ずその研修に出席しなければならない。

(２) 商工会役職員研修会開催費

商工会役職員研修会開催費の補助は、交付基準額の範囲内とするものとし、その取扱い

については、２の(１)のカ（講習会等開催費）の取扱いと同様とする。

なお、１日単位で開催しても差し支えないものとする。

(３) コンピュータ要員（プログラマー）養成研修出席旅費

ア 全国商工会連合会が主催して行うコンピュータ要員（プログラマー）養成研修等への

出席旅費の補助は、交付基準額の範囲内で交付するものとする。

イ 補助対象者は、コンピュータに関する実務及び技術の修得に熱意を有し、かつ、コン

ピュータ業務に携わっている者（予定者を含む。）のうちから商工会連合会会長が推薦

するものとする。

ウ 補助対象者は、当該研修会への出席旅費の交付を受けた場合、必ずその研修に参加し

なければならない。

(４) 資質向上対策推進費に対する補助は、補助対象職員の資質の向上を図るため、人事管

理委員会を設置し事務処理を行うものとし、交付基準額の範囲内で交付するものとする。

(５) 人事交流赴任旅費

ア 人事交流赴任旅費の補助は、人事管理委員会により行われる商工会等間（合併に伴う

商工会の本所・支所間を含む）又は商工会等と商工会連合会との間の人事交流並びに商

工会連合会本部と支所との間における転勤異動者となる補助対象職員に係る赴任旅費の

うち、交付基準額の範囲内で交付するものとする。

(６) 人事交流単身赴任手当

ア 人事交流単身赴任手当の補助は、人事管理委員会により行われる商工会等間（合併に

伴う商工会の本所・支所間を含む。）又は商工会等と商工会連合会との間の人事交流並

びに商工会連合会本部と支所との間における転勤異動者となる年度当初において６０歳

未満の補助対象職員に係る単身赴任手当のうち、交付基準額の範囲内で交付するものと

する。

イ 人事交流単身赴任手当の支給については、商工会連合会の支給規程に基づき支給する

ものとし、以下の要件を満たすものであるものとする。

(ｱ) ６箇月以上にわたり勤務地を異にする異動に伴うものであること。

(ｲ) 配偶者と別居し単身で生活することを常況とするものであること。

(ｳ) 異動直前の住居からの通勤距離が６０キロメートル以上又は通勤方法、通勤時間、

交通機関の状況等からみてこれと同等に通勤が困難であること。

ウ 商工会連合会が、上記により直接支給該当者に支給するほか、商工会連合会から赴任

商工会へ支出し、当該商工会から支給該当者に給与の一部として他の支給分と併せて支

給できるものとする。

７ 経営・技術強化支援事業費(エキスパート・バンク）

経営・技術強化支援事業費の補助は、次に掲げる事業を対象とするものとし、交付基準額

の範囲内で交付するものとする。



- 12 -

(１) 本事業は、小規模事業者又は創業を予定する者（以下「小規模事業者等」という。）が

必要とする専門的知識を有する者（以下「専門家」という。）を小規模事業者等からの要

請に応じて、直接又は個別相談会等集団指導の講師として派遣し、具体的、実践的な事項

について指導を行うことにより、厳しい経済環境を乗り切る小規模事業者等の人材の確保、

育成に資することを目的とするものであり、その実施に当たっては次の点に留意すること。

ア 指導対象は、道内の商工会地区内小規模事業者等とする。

イ 派遣する専門家の選定条件は、次のとおりとする。

(ｱ) 各種技術、技能等（以下「技能等」という。）に関する実務に１０年以上の経験を

有する者であること。

(ｲ) 技能等に関する公的資格を有し、かつ、実務に５年以上の経験を有する者であるこ

と。

(ｳ) 技能等に関する指導、教育機関に所属し、指導、教育、研究等に５年以上の経験を

有する者であること。

(ｴ) 上記(ｱ)から(ｳ)の者と同等以上の技能等及び経験を有すると認められる者であるこ

と。

ウ 事業の内容

(ｱ) 専門家の派遣及び制度の普及

商工会連合会は、道内の小規模事業者等のニーズにあった専門家を派遣するととも

に、各種の広報誌、新聞等への掲載、ポスター、パンフレット、ホームページ等によ

り制度の普及に努めるものとする。

(ｲ) 専門家は、小規模事業者等の相談に基づき、具体的、実践的な指導を行うものとす

るが、事前に企業概要、相談内容等を十分理解し、指導に臨むこと。

(ｳ) 指導は、１企業等について原則１テーマ１回とし、指導する年間延べ日数は概ね１

０人／日以内とする。

なお、複数回派遣を要する指導を行う際には、２回目以降に係る経費の３分の１を

事業者に負担させることとする。

エ 守秘義務

商工会連合会は、専門家に対し、指導上知り得た小規模事業者等の企業秘密を厳密に

するよう指導するものとする。

オ 実施機関等の協力

(ｱ) 本事業の円滑な推進を図るため、商工会連合会及び経営指導員等は、専門家が指導

上必要とする情報の収集等について、十分な協力体制をとるものとする。

(ｲ) 広域指導センターの専門経営指導員も積極的に協力体制をとるものとする。

カ 指導結果の報告

(ｱ) 専門家は、指導終了後速やかに指導結果を取りまとめ、商工会連合会会長に報告す

るものとする。

(ｲ) 商工会連合会は、今後の指導の参考とするため、指導を行った専門家を中心に、指

導の報告、指導上の問題点等につき年１回以上意見交換の場を設けるものとする。

(２) 事業の計画的かつ効率的な実施と効果を測定するため、次のとおり取り扱うものとす

る。

ア 商工会連合会は、本事業の実施について、実施日程、事業内容等の細目についての実

施計画と事業実施の成果目標を策定したうえで、実施計画に従い事業を実施し、事業終

了後に自己評価を行う。

イ 商工会連合会は、上記により行った自己評価の結果を、補助事業等実績報告書の提出

時に知事に報告するものとする。

ウ 知事は、上記報告を受け、その内容を点検し、成果目標の達成度等の評価を行う。

エ 知事は、上記評価結果の結果、成果目標が達成されていないと認めた場合には、その

要因及び達成に向けた方策等を内容とする改善計画の提出を求めることができる。

オ 知事は、上記評価結果を、適正な事業の執行及び補助金の配分に反映させるものとす

る。



- 13 -

８ 商工会情報ネットワーク化等推進事業費

電子計算機の設置に対する賃借料（オンライン関係機器を含む。）の補助は、交付基準額

の範囲内で交付する。

なお、商工会連合会に電子計算機を設置して行う事業は、次に掲げるものとする。

(１) 小規模事業者の経営の合理化に資するために実施するネットde記帳を導入した記帳機

械化事業及び共同利用システム事業

(２) 小規模事業者の経営の合理化等の経営改善普及事業の効果的な実施に資するために電

子計算機を利用して実施する情報化事業

(３) 小規模事業者に対する電子計算機の普及啓発を図るために電子計算機を利用して実施

する研修事業

(４) 商工会連合会が経営改善普及事業を円滑に推進するために電子計算機を利用して実施

する事務合理化事業

９ 若手後継者育成等地域活性化事業費

商工会連合会の実施する若手後継者育成等地域活性化事業費の補助は、地域活性化のため

に行う、次に掲げる事業を対象とするものとし、交付基準額の範囲内で交付する。

(１) 実施事業

ア 若手後継者等育成事業費

商工会に設置されている青年部・女性部の活動推進のために行う次の事業

(ｱ) 講習会、研修会、ブロック別交流会を開催または参加する事業

(ｲ) 企業間取引の活発化を図るために必要な企業情報データベース構築事業及び企業の

経営革新や新事業への取り組みを支援するために企業間交流会を開催する事業

(ｳ) 広域エリアでの地域特性やニーズに沿った取り組みテーマの可能性・取り組み方法

の検証検討を行う事業

(ｴ) 若手後継者として、商工会等の広域連携を模索するため、研究会等を実施し組織間

のつながりを強化するための事業

(ｵ) 商工会の連携を図るため、青年部・女性部が中心となって、他の産業と連携し、地

域の活性化と商工会組織の強化を図る事業

(ｶ) 若手後継者としての資質向上を図るため、インターネットを活用した学習システム

の実験、開発を行う事業

(ｷ) 地域特産品の普及を図るため、青年部・女性部員が推奨する特産品を全道統一デー

タベース化するシステムを構築する事業

(ｸ) 青年部・女性部員の情報技術の浸透、向上を図るため、各管内の指導者による研究

会、交流会を実施する事業

本事業において講習会を開催する場合の運用については、２の(1)のカ（講習会等

開催費)の取扱いと同様とする。

(ｹ) その他知事が特に必要と認める事業

イ 広域振興等地域活性化事業費

商工会地区の小規模事業者の振興を図るとともに、地域経済の活性化を図るために行

う次の事業

(ｱ) 特産品等の開発・普及や創業・経営革新等への取り組みに向けた具体的な課題解決

を図るための講習会・研修会等により人材育成等を支援する事業

(ｲ) 地域経済事情の変動に対し、地区内の小規模事業者等が集団となって対処するため

の広域的な支援事業

(ｳ) 北海道商工会連合会が自ら提案する、地域の活性化に大きく貢献する事業

(２) 若手後継者等育成事業において講習会等を開催する場合の運用については、２の(１)

のカ（講習会等開催費）の取扱いと同様とするものとし、特に会場等借上料及び受講者

滞在費については、次のとおりとする。

なお、１日単位で開催しても差し支えないものとする。

ア 会場等借上料

会場等借上料の運用方法は、おおむね２の(1)のカ（講習会等開催費）の取扱いと同
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様とするが、特に商工会青年部・女性部講習会にあっては、移動講習会を実施する場合

の会場として使用するバス等の車両の借上料に使用することもできるものとする。

イ 受講者滞在費

受講者滞在費は本講習会の主催者である商工会連合会の指定した宿泊所における受講

者の宿泊費に充てることとするが、滞在費の支給にあっては、商工会連合会及び各商工

会の旅費規程に基づく旅費を支給する。また、個々の受講者に対し、例えば、滞在手当

として現金を支給することなどは避けさせるものとする。

(３) 事業の計画的かつ効率的な実施と効果を測定するため、次のとおり取り扱うものとす

る。

ア 商工会連合会は、本事業の実施について、実施日程、事業内容等の細目についての実

施計画と事業実施の成果目標を策定したうえで、実施計画に従い事業を実施し、事業終

了後に自己評価を行う。

イ 商工会連合会は、上記により行った自己評価の結果を、補助事業等実績報告書の提出

時に知事に報告するものとする。

ウ 知事は、上記報告を受け、その内容を点検し、成果目標の達成度等の評価を行う。

エ 知事は、上記評価結果の結果、成果目標が達成されていないと認めた場合には、その

要因及び達成に向けた方策等を内容とする改善計画の提出を求めることができる。

オ 知事は、上記評価結果を、適正な事業の執行及び補助金の配分に反映させるものとす

る。

１０ 商工会広域連携・合併支援事業費

商工会広域連携・合併支援事業費に対する補助は、次に掲げる事業を対象とするものとし、

交付基準額の範囲内で交付する。

(１) 商工会の合併や広域連携に係る基本方針の策定

(２) 商工会連合会が行う各商工会に対する組織体制等の見直しに係る助言・指導

(３) 事業の計画的かつ効率的な実施と効果を測定するため、次のとおり取り扱うものとす

る。

ア 商工会連合会は、本事業の実施について、実施日程、事業内容等の細目についての実

施計画と事業実施の成果目標を策定したうえで、実施計画に従い事業を実施し、事業終

了後に自己評価を行う。

イ 商工会連合会は、上記により行った自己評価の結果を、補助事業等実績報告書の提出

時に知事に報告するものとする。

ウ 知事は、上記報告を受け、その内容を点検し、成果目標の達成度等の評価を行う。

エ 知事は、上記評価結果の結果、成果目標が達成されていないと認めた場合には、その

要因及び達成に向けた方策等を内容とする改善計画の提出を求めることができる。

オ 知事は、上記評価結果を、適正な事業の執行及び補助金の配分に反映させるものとす

る。

１１ 経営安定特別相談事業費

経営安定特別相談事業費の補助は、次に掲げる事業を対象とするものとし、交付基準額の

範囲内で交付する。

(１) 本事業は、倒産のおそれのある中小企業から事前に相談の申し出を受け、経営的に見

込みのあるものについては関係機関の協力を得て再建の方途を講じ、又は見込みのない

ものは円滑な整理を図ることにより、中小企業の倒産に伴う社会的混乱の未然防止を目

的とするものであり、その実施に当たっては、次の点に留意すること。

ア 実施機関

本事業の実施機関は商工会連合会とする。

イ 相談事業の対象

本事業の対象は、原則として商工会地区内の中小企業者とするが、他地域の中小企業

者からの相談があった場合、相談に応じて差し支えない。

ウ 本事業を実施する商工会連合会は、当該商工会連合会会長が委嘱する商工調停士を中

心に、弁護士又は公認会計士等により次の事業を実施することができる。
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(ｱ) 手形不渡等倒産のおそれのある中小企業者からの相談を受けて行う次の事業

ａ 当該中小企業者の財務内容等の把握

ｂ 当面決済すべき手形の処理方法

ｃ 再建可能か否かの検討及び再建方策の検討

ｄ 債権者、銀行等への協力依頼

ｅ その他（受注斡旋、事業転換等）

(ｲ) 倒産関係法令（内整理、民事再生、会社整理、会社更生等）に関する相談・指導

(ｳ) 倒産情報（月別倒産件数、企業名、関連企業、要因等）の入手

(ｴ) 倒産防止事業の啓発・普及のための懇談会の開催（地域内中小企業（法人にあって

は役員、個人企業にあっては事業主）を主たる対象として、必要に応じ、学識経験者、

専門家等を講師として招へいし、概ね年３回開催する。）

(ｵ) 大型倒産の発生等に伴い倒産のおそれのある中小企業を対象とした緊急対策会の開

催

(ｶ) 経済環境変化のため、特に問題を抱える業種のしにせ企業（業歴１０年以上の企業）

を対象とした懇談会の開催

(ｷ) 行政庁等関係機関との連絡・調整のための会議の開催

(ｸ) 中小企業倒産防止共済制度、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）に

基づく倒産関連特例措置、中小企業倒産対策貸付制度の啓発・推進等その他中小企業

の倒産防止に必要な事業

(２) 経営安定特別相談室の構成

ア 経営安定特別相談室の構成は商工会連合会等の実情に応じ弾力的に行うものとする

が、おおむね次のような構成とする。

(ｱ) 商工調停士

(ｲ) 弁護士

(ｳ) 公認会計士、税理士、中小企業診断士

イ 委嘱手続き

本事業を実施する商工会連合会は、知事と協議のうえ別に定める「商工調停士選定要

領」により商工調停士の委嘱を行うものとする。

ウ 商工調停士の職務

商工調停士は(1)のウに掲げる事業の実施を総括する。この場合、倒産処理について

の法律手続きに係る相談については、商工調停士にこれを担当させ、その判断に基づい

て対応するものとする。

(3) 特別調整事業等については、全国商工会連合会が別に定める規定により行うものとする。

１２ 一般振興事業費

商工会連合会に対する一般振興事業費の補助は職員人件費のうち、知事が必要かつ適当と

認めたものに対し、交付基準額の範囲内で交付する。

第６ 補助金の交付の申請

１ 補助金の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（別記第５号様式)に別表

第３による関係書類を添付の上、知事に提出しなければならない。

２ 補助金等交付申請書の提出は次により行うものとする。

(1) 提出期限 令和８年５月１８日

(2) 提出先 北海道経済部地域経済局中小企業課

３ 補助金の交付の申請をしようとする者は、交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金

額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、交付申請時において、当該補助

金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りでない。

第７ 補助金の交付の決定等
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知事は、補助金の交付の申請があったときはその内容を審査し、補助金を交付すべきもの

と認めたときは、速やかに交付の決定を行い、別記第６号様式により、申請者に交付の決定

の内容及び交付の条件を通知するものとする。

第８ 申請の取下げ

１ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者という。」）は交付決定の内容又はこれ

に付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から１０日以内に、

別記第７号様式（補助金等交付申請取下書）を知事に提出し、申請の取下げをすることがで

きる。

２ １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなか

ったものとみなす。

第９ 事情変更による交付決定の取消し

１ 知事は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要

が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又はその決定の内容若

しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期

間に係る部分について、この限りでない。

２ 知事が１の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次に掲げる場

合に限るものとする。

(１）天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一

部を継続する必要がなくなった場合

(２) 補助事業者が補助事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができ

ないこと、補助事業に要する経費のうち補助金によってまかなわれる部分以外の部分を負

担することができないことその他の理由により補助事業を遂行することができない場合

（補助事業者の責めに帰すべき事情による場合を除く。）

第１０ 補助事業の遂行

補助事業者は、法令の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他法

令に基づく知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならず、

補助金の他の用途への使用をしてはならない。

第１１ 補助事業の内容又は補助対象経費の配分の変更等

補助事業者は、補助事業の内容又は補助対象経費の配分を変更しようとするときは、あらか

じめ別記第８号様式による補助事業等変更承認申請書に別表第３による関係書類を添付の上、

知事に提出して、その承認を受けなければならない。ただし、次のいずれかに該当するときは、

この限りでない。

１ 補助対象経費の合計額の増減が２０パーセント以内の場合

２ 別表第１に示す経費区分ごとの補助対象経費の増減が２０パーセント以内の場合

第１２ 補助金の流用

補助金の経費間の流用については、次の点に留意すること。

１ 指導事業費に係る経費については、この他の経費区分相互間との流用はできないものとす

る。

２ 補助対象職員の設置費については、この他の経費区分相互間との流用はできないものとす

る。

３ 福利環境整備費については、他の経費区分相互間との流用はできないものとする。

４ 流用可能な経費区分相互間との流用は、２０パーセント以内とする。

第１３ 補助金の概算払

１ 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときは、別記９号様式の補助金等概算払申請

書に別表第３による関係書類を添付の上、知事に提出しなければならない。

２ 概算払にあっては、補助事業者等から提出される最新の資金収支計画に基づき、補助事業

等の遂行に必要な資金を、必要の都度、概算払することができるものとする。ただし、事務

費、人件費等に対する補助金等の場合における資金収支計画書は、四半期ごとに提出させる

こととして差し支えない。

３ 前号の規定による資金収支計画を確認した結果、資金不足が生じないと認められるときは、
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概算払をしないものとする。この場合において、補助事業者等に対して概算払をしない理由

を付して補助金等概算払申請書を提出した者に通知するものとする。

第１４ 遂行状況報告

補助事業者は、９月３０日現在における補助事業の遂行状況について、別記第１０号様式に

よる北海道商工会連合会指導事業補助金に係る補助事業遂行状況報告書を１０月１５日までに

知事に提出しなければならない。

第１５ 実績報告等

１ 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助事

業の完了の日から３０日以内又は翌年 度の４月１０日のいずれか早い日までに、別記第

１１号様式（補助事業等実績報告書）に別表第３による関係書類を添付の上、知事に提出し

なければならない。

２ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等

仕入控除税額があり、かつその金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告

しなければならない。

３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告に

よりこの補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第１２号様式により

その金額(実績報告において、２により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上

回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければならない。

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であ

っても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月３０日までに知事に報

告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当

該金額を返還しなければならない。

第１６ 補助金の額の確定等

１ 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結

果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。

２ 補助金の額の確定方法は、別表第１に定める各種補助対象経費の区分ごとの実支出額又は

経費区分ごとの補助金の交付決定額（変更があったときは変更後の額）のいずれか低い額の

合計額とする。

第１７ 交付の決定の取消し

１ 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、

その返還を命ずるものとする。

(１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないと

き。

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。

(３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者に対して交付する補

助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。

(４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けな

いで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、

又は担保に供したとき。

(５）（１）から（４）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の

内容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したと

き、又は不正な行為をしたとき。

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用が

あるものとする。

第１８ 財産の管理及び処分

１ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。
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２ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに１件の取得

価格又は効用の増加価格が３０万円以上の機械及び器具等（以下「取得財産等」という）に

ついては、補助事業の完了後も、別記第１３号様式による取得財産等管理台帳を整え、その

保管状況を明らかにしておかなければならない。

３ 取得財産等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５号）で定める耐用年数（当該耐用年数が１０年を超える場合は、１０年）に交付の目的

に反して使用し、取り壊し、他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又

は債務の担保に供しようとするときは、別記第１４号様式による取得財産の処分承認申請書

を知事に提出し、承認を受けなければならない。この場合において、当該取得財産等が第２

０に定める耐用年数を経過している場合を除き、取得財産を処分することにより収入を生ず

るときは、その収入の全部又は一部を納付させることがある。ただし、補助事業者が交付さ

れた補助金の全部に相当する額を納付した場合は、この限りでない。

第１９ 取得財産等の取得又は効用の増加の承認

補助事業者は財産を取得し、又は効用の増加が見込まれる財産があるときは、別記第１５号

様式（取得財産の取得又は効用増加に係る承認申請書）を提出し、知事の承認を受けなけれ

ばならない。この場合において知事が当該取得財産等の取得又は効用の増加を承認するとき

は、当該取得財産等の耐用年数を併せて指定するものとする。ただし、あらかじめ取得財産

等の名称を指定して補助金を交付したものについては、この限りでない。

第２０ 取得財産等の耐用年数

取得財産等の耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５号）で定める耐用年数（当該耐用年数が１０年を超える場合は１０年）とする。

第２１ 補助金の経理及び関係書類の整備

補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整備し、か

つ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければな

らない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産があるときは、証拠書類の

保存期間は、５年間または、第２０に定める耐用年数を経過するまでの期間のいずれか長い期

間保存しなければならない。

なお、整備に当たっては、次の諸点に留意すること。

１ 補助金の経理

補助金の経理は､商工会運営方針（全国商工会連合会編）に準拠して処理すること。

２ 辞令簿又は辞令書

補助対象職員及び一般職員の任命に係る辞令簿又は辞令書を備え、任命の年月日、指導員

等の氏名を明確にしておくこと。

３ 出勤簿等

出勤簿及び超過勤務命令簿を備え、補助対象職員の勤務状況を明らかにしておくこと。

出勤簿は、出欠、休暇、遅刻、出張などを、また超過勤務命令簿は、超過勤務の理由、内

容、時間などが、それぞれ明示されているものであること。

４ 給与台帳等

所得税法及び社会保険上要求される報酬所得税源泉徴収簿、給与所得税源泉徴収簿、給与

台帳等を整備しておくとともに社会保険料納付等に関する帳簿等を整備しておくこと。

５ 出張命令簿

出張命令ごとに、旅行の目的、場所、日時、及び金額を明らかにしておくこと。

６ 現金出納簿

現金の出納は必ず帳簿に記入し、同一日の収支でも発生順に帳簿に記帳し、一日の最終の

出納を記録した行の残高欄にその日の最終残高を記入し、当該残高が実際の現金と合致して

いるか照合しておくこと。

７ 経営改善普及事業関係綴

経営改善普及事業を実施するために作成した伺書、通知書、相談指導業務日計表、経営カ

ルテ、その他事業の実績を示す書類等を整備しておくこと。

また、事務費、指導事業費等で支出した印刷物等は作成後５年間保存しておくこと。
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８ 固定資産台帳

指導用車両、補助金で購入した備品その他の備品を固定資産台帳に記載すること。

９ 仕訳伝票

仕訳伝票綴を月別にとじること。

なお、これに加えて仕訳帳を整備しておくことが望ましい。

10 証拠書類

請求書、領収書、注文書、納品書、借用書その他の証拠書類を整備しておくこと。

11 分担金等の処理

講習会等を共催する場合の分担金の支出については、経費の内訳及び分担区分を明らかに

した計算書（支出の根拠となる請求書類等を添付すること。）を整理しておくこと。

12 運転日誌

指導用車両等については、その使用状況を示す日誌を具体的に記入しておくこと。
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別表第１

補助 補助事業の
補助対象経費

区分 区 分
経費区分 経費区分の明細 内容

商 (1) 補助対 補助対象職員の 俸給及び扶養手 補助対象職員の俸給及び扶養手

工 象職員の設 設置費 当 当（経営指導員研修生の扶養手

会 置費 当を除く。）

指

導 地域手当 補助対象職員の地域手当

事

業 通勤手当 補助対象職員の通勤手当

及

び 期末手当 補助対象職員の期末手当

経

営 寒冷地手当 補助対象職員の寒冷地手当

改

善 住居手当 補助対象職員の住居手当

普

及 超過勤務手当 補助対象職員の超過勤務手当

事

業 福利厚生費 補助対象職員に係る健康保険料、

に 厚生年金保険料、雇用保険料、

関 労災保険料、介護保険料、子ど

す も・子育て拠出金及び子育て支

る 援金の事業主負担分

補

助 (2) 指導事 旅費及び事務費 指導旅費 商工会指導事業又は経営改善普

業費 及事業の実施に要する補助対象

職員の旅費

研修旅費等 商工会連合会若しくは全国商工

会連合会の行う研修会への出席

に要する補助対象職員の旅費（

経済産業局が主催する経営指導

員等連絡会議への出席旅費、中

小企業庁長官又は経済産業局長

若しくは道知事の指示又は承認

を受けた研修会、研究会等への

出席旅費を含む。)

広域指導センタ 全国連合会が主催する広域指導

ー所長会議出席 センター所長会議への出席に要

旅費 する広域指導センター所長（代

理出席する専門経営指導員を含

む。）の旅費
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補助 補助事業の 補助対象経費

区分 区 分 経費区分 経費区分の明細 内容

指導事務費、調 商工会指導事業及び経営改善普

査研究費 及事業の実施に必要な指導事務

及び調査研究に要する会議費、

備品費、雑役務費、謝金、講師

旅費、印刷製本費、通信運搬費、

回線使用料、消耗品費、燃料費、

道路通行料集計費、修繕費、保

守料、借損料（情報システム等

の利用に要する経費を含む。）、

補助対象車両に係る法定保険料

及び車検料、参考資料の購入費、

研修会受講料

講習会等開催費 経営改善普及事業の実施に必要

な講習会、講演会、個別指導等

の開催及び経営改善普及事業の

一環として実施する記帳継続指

導に要する謝金、旅費、借損料

（移動講習会の場合の車両を含

む。）、資料費、消耗品費、会議

費、印刷製本費、雑役務費及び

通信運搬費

金融指導費 金融指導事業に要する旅費、会

議費、借損料、印刷製本費、通

信運搬費、消耗品費、雑役務、

参考資料の購入費及び旅費

福利環境整備費 補助対象職員に係る福利環境整

備事業費の事業主負担分

(3) 小規模 小規模事業施策 商工会連合会の発行する道連ニ

事業施策普 普及費 ュースの印刷製本費等及びホー

及費 ムページの作成費（ＳＮＳの運

用費を含む）

(4) 資質向 機構研修等参加 機構等の行う研修への出席に要

上対策事業 費 する補助対象職員の旅費及び受

費 講料
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補助 補助事業の 補助対象経費

区分 区 分 経費区分 経費区分の明細 内容

商工会役職員等 商工会役員研修会、商工会等職

研修会開催費 員基本能力研修会、商工会等職

員業務分担別研修会（管理職養

成研修会、経営革新支援研修会、

情報化推進要員研修会）、商工

会専門スタッフ研修会の開催に

要する謝金、旅費 借損料（移

動研修会の場合の車両借上料を

含む。）、資料費、消耗品費、委

託費及び通信運搬費

コンピュータ要 全国連合会が実施するコンピュ

員（プログラマ ータ要員（プログラマー）養成

ー）養成研修事 研修会への出席に要する商工会

業出席旅費 連合会職員の旅費

資質向上対策推 商工会連合会が実施する資質向

進費 上対策推進事業に要する経費で

あって、謝金、旅費、印刷製本

費、会議費、借損料、雑役務費、

通信運搬費、商工会等職員統一

採用試験実施費、経営指導員任

用候補者試験実施費、原稿料及

び消耗品費

人事交流赴任旅 商工会連合会が人事交流を行う

費 場合の当該人事異動者に対する

赴任旅費

人事交流単身赴 商工会連合会が人事交流を行う

任手当 場合の当該人事異動者に対する

単身赴任手当

(5) 経営・ 経営・技術強化 商工会連合会が実施する経営・

技術強化支 支援事業費 技術強化支援事業に要する費用

援事業費 であって、謝金、旅費、原稿料、

印刷製本費、広報費、会議費、

借損料、試験・検査分析費、消

耗品費及び通信運搬費

(6) 商工会 電子計算機賃借 ネットde記帳を利用した記帳機

情報ネット 料 械化事業及び商工会情報ネット

ワ－ク化等 ワ－ク化事業の推進に係る電子

推進事業費 計算機（オンライン関係機器を

含む。）を設置するために必要

な賃借料及び保守料
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補助 補助事業の 補助対象経費

区分 区 分 経費区分 経費区分の明細 内容

(7) 若手後 若手後継者育成 若手後継者等育 商工会連合会が行う商工会に設

継者育成等 等地域活性化事 成事業費 置されている青年部、女性部の

地域活性化 業費 活動推進のための講習会、研修

事業費 会、ブロック別交流会等及び地

域振興事業等の活動推進に要す

る謝金、旅費（研修会等に参加

するための受講者交通費及び全

国商工会連合会が行う青年部又

は女性部指導者の研修会に参加

するための受講者交通費及び全

国商工会連合会が行う青年部又

は女性部指導者の研修会に参加

するための受講者旅費等を含む。

）、借損料（移動の講習会の場

合及び研修会等に参加するため

の車両借上料を含む。）、雑役務

費、会議費、資料費、印刷製本

費、備品費、消耗品費、通信運

搬費、調査等委託費

広域振興等地域 商工会連合会が行う広域振興等

活性化事業費 地域活性化事業に要する経費で

あって、謝金、旅費、会議費、

借損料、資料費、原稿料、印刷

製本費、報告書作成費、パンフ

レット制作費、広報費、消耗品

費、備品費、通信運搬費、雑役

務費、警備委託費、会場設営費

イベント費及び試供品等作成費

等

(8)商工会 商工会広域連携 商工会連合会が行う商工会広域

広域連携・ ・合併支援事業 連携・合併支援事業に要する経

合併支援事 費 費であって、謝金、旅費、会議

業費 費、 雑役務費、借損料、印刷製

本費、 資料費、通信運搬費、報

告書作成費、広報費、消耗品費、

原稿料、備品費、調査等委託費
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補助 補助事業の 補助対象経費

区分 区 分 経費区分 経費区分の明細 内容

(9) 経営安 経営安定特別相 特別相談事業費 商工会連合会が実施する経営安

定特別相談 談事業費 定特別相談事業に要する費用で

事業費 あって、謝金、旅費、印刷製本

費、通信運搬費、消耗品費、資

料購入費、会議費、雑役務費、

備品費（相談中小企業者の秘密

の保持に必要な書庫・書架であ

って、総額１０万円以内に限る

。）、燃料費、借損料、パーソナ

ルコンピュータ賃借料、保守料

及び委託費

講習会等出席及 商工会連合会が実施する緊急対

び緊急対策等事 策事業、しにせ倒産対策事業に

業費 要する費用であって、謝金、旅

費、資料購入費、印刷製本費、

通信運搬費、消耗品費、借損料、

会議費、雑役務費及び委託費並

びに全国商工会連合会及び日本

商工会議所が実施する講習会、

事例研究会、商工調停士会への

出席に要する旅費

一 (10)職員人 職員人件費 商工会連合会が一般振興事業を

般 件費 推進するために要する職員人件

振 費

興

事

業
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別表第２

補助対象経費
算定基準の 区 分

補助対象職員の 次の１から８までの合計額
設置費 １ 俸給及び扶養手当

次の(1)及び(2)により算出した額の合計額
(1) 俸給
「各職種の補助金単価」×設置数×設置月数
〔補助金単価〕
・商工会指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 311,600円

②年度当初において60歳以上の者 269,500円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 302,900円

②年度当初において60歳以上の者 269,500円
（①に該当しない者）

・補助員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 249,200円

②年度当初において60歳以上の者 200,300円
（①に該当しない者）

(2) 扶養手当
「各職種の補助金単価」×0.60×設置数×設置月数
〔補助金単価〕
・商工会指導員 12,040円
・専門経営指導員 11,290円
・補助員 2,250円

２ 地域手当
「各職種の補助金単価」×札幌市に設置された数×設置月数
〔補助金単価〕
・商工会指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 12,460円

②年度当初において60歳以上の者 10,780円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 12,110円

②年度当初において60歳以上の者 10,780円
（①に該当しない者）

・補助員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 9,960円

②年度当初において60歳以上の者 8,010円
（①に該当しない者）

３ 通勤手当
7,000円×0.60×補助対象職員の設置数×設置月数

４ 期末手当
次の(1)及び(2)により算出した額の合計額
(1) 一般分
「各職種の補助金単価」×「支給月数」×設置数
〔補助金単価〕
・商工会指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 336,100円

②年度当初において60歳以上の者 280,280円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員（札幌市に設置）
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 326,300円
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②年度当初において60歳以上の者 280,280円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員（札幌市以外に設置）
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 314,190円

②年度当初において60歳以上の者 269,500円
（①に該当しない者）

・補助員（札幌市に設置）
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 261,410円

②年度当初において60歳以上の者 208,310円
（①に該当しない者）

・補助員（札幌市以外に設置）
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 251,450円

②年度当初において60歳以上の者 200,300円
（①に該当しない者）

(2) 職務加算分
「各職種の補助金単価」×「支給月数」×設置数
〔補助金単価〕
・商工会指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 16,200円

②年度当初において60歳以上の者 14,010円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員（札幌市に設置）
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 15,750円

②年度当初において60歳以上の者 14,010円
（①に該当しない者）
・専門経営指導員（札幌市以外に設置)
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 15,140円

②年度当初において60歳以上の者 13,470円
（①に該当しない者）

５ 寒冷地手当
毎年11月から翌年３月までの各月の初日を基準日とし、その基準日に
在籍している者に対して支給する経費の合計
(1) 商工会指導員

15,130円×商工会指導員の補助対象月数
(2) 専門経営指導員
ア １級地 19,904円×専門経営指導員の補助対象月数
イ ２級地 14,678円×専門経営指導員の補助対象月数
ウ ３級地 10,444円×専門経営指導員の補助対象月数

(3) 補助員
ア １級地 16,432円×補助員の補助対象月数
イ ２級地 12,118円×補助員の補助対象月数
ウ ３級地 8,650円×補助員の補助対象月数

（※級地区分は北海道職員の寒冷地手当の級地区分に準じる。）

６ 住居手当
次の額を限度に知事が別に定める額
2,290円×0.60×補助対象職員の設置数×設置月数

７ 超過勤務手当
次の(1)から(3)までの合計額
(1) 2,100円×0.60×商工会指導員の設置数×設置月数
(2) 2,100円×0.60×専門経営指導員の設置数×設置月数
(3) 1,300円×0.60×補助員の設置数×設置月数

８ 福利厚生費
次の(1)から(3)までの合計額
(1) 37,480円×0.60×商工会指導員の設置数×設置月数
(2) 35,540円×0.60×専門経営指導員の設置数×設置月数
(3) 28,010円×0.60×補助員の設置数×設置月数
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旅費及び事務費 次の１から６までの合計額を限度に知事が別に定める額
１ 指導旅費
次の(1)から(3)までの合計額
(1) 1,300円×商工会指導員の設置数×設置月数
(2) 7,000円×専門経営指導員の設置数×設置月数
(3) 22,050円×離島地区商工会設置数

２ 研修旅費
知事が別に定める全国商工会連合会が実施する商工会指導員
研修会への出席旅費

３ 広域指導センター所長会議出席旅費
知事が別に定める広域指導センター所長会議出席旅費

４ 指導事務費、調査研究費
次の(1)及び(2)の合計額
(1) 次のアからエまでの合計額
ア 1,006円×商工会指導員の設置数×設置月数
イ 1,639円×専門経営指導員の設置数×設置月数
ウ 629円×補助員の設置数×設置月数
エ 3,987円×離島地区商工会数

(2) 次のア及びイの合計額
ア 545円×商工会指導員の設置数
イ 28,326円×専門経営指導員の設置数

５ 講習会等開催費
次の(1)及び(2)の合計額
(1) 24,000円×専門経営指導員の設置数
(2) 35,000円×商工会数

６ 金融指導費 78,485円

福利環境整備費 「各職種の補助金単価」×0.60（円未満切り捨て）×設置数
〔補助金単価〕
・商工会指導員

①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 311,600円

②年度当初において60歳以上の者 269,500円
（①に該当しない者）

・専門経営指導員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 302,900円

②年度当初において60歳以上の者 269,500円
（①に該当しない者）

・補助員
①年度当初において60歳未満又は第3-1-(2)に規定する年齢を
満たす定年退職前の者 249,200円

②年度当初において60歳以上の者 200,300円
（①に該当しない者）

小規模事業施策普及費 47.67円×小規模事業者数

機構研修等参加費 知事が別に定める、機構等が実施する研修会への出席旅費及び受講料

商工会役職員研修
503,000円

会開催費

コンピュータ要員
(ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ)養成研 177,800円×出席人数
修会出席旅費

資質向上対策推進
1,050,000円

費

人事交流赴任旅費 93,000円×知事が別に定める人数
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人事交流単身赴任
18,000円×知事が別に定める人数×単身赴任月数

手当

経営・技術強化支 2,568,000円
援事業費

電子計算機賃借料 13,000,000円

若手後継者育成等
37,431,000円

地域活性化事業費

商工会広域連携・ 1,500,000円
合併支援事業費

経営安定特別相談
350,000円

事業費

一般振興事業費 次の額を限度に知事が別に定める額 職員人件費 7,000,000円
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別表第３

添付書類
申請書等名

様式番号 名称

補助金等交付申請 別記第１６号様式 事業計画書
書（別記第５号様
式） 別記第１７号様式 補助金等交付申請額算出調書

別記第１８号様式 経費の配分調書

別記第１９号様式 事業予算書

別記第２０号様式 資金収支計画書

個別第１号様式 補助事業計画書

個別第２号様式 人件費調書

個別第７号様式 広域振興等地域活性化事業計画書

個別第８号様式 商工会広域連携・合併支援事業計画書

個別第９号様式 若手後継者等育成事業計画書

個別第10号様式 経営・技術強化支援事業計画書

補助事業等変更承 別記第１６号様式 事業計画書
認申請書（別記第
８号様式） 別記第１７号様式 補助金等交付申請額算出調書

別記第１８号様式 経費の配分調書

別記第１９号様式 事業予算書

別記第２０号様式 資金収支計画書

個別第２号様式 人件費調書

個別第３号様式 補助事業変更計画書

補助金等概算払申 別記第２０号様式 資金収支計画書
請書（別記第９号
様式）

補助事業等実績報 別記第１６号様式 事業実績書
告書（別記第１１
号様式） 別記第２１号様式 補助金等精算書

別記第２２号様式 事業精算書

個別第２号様式 人件費調書

個別第４号様式 補助金支払明細書

個別第５号様式 商工会連合会の行う経営改善普及事業の実績

個別第６号様式
広域指導センターの指導実績及び北海道商工
会連合会の指導実績



- 30 -

別記第１号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（名 称）

（代表者職氏名）

商工会指導員等の年齢制限適用除外申請書

次の者について、 年度北海道商工会連合会指導事業費補助金交付要綱第３の１の（２）

の規定により、 年度の年齢制限適用除外を受けたく、下記理由を付して申請します。

記

１ 氏名

２ 生年月日

３ 商工会指導員等としての経験年数

４ 過去の指導実績 ※商工会指導員及び専門経営指導員のみ記載

５ 理由

(1) 当該商工会指導員等を引き続き設置することのやむを得ない事由

(2) 当該商工会指導員等が十分な指導能力を有するとみられる事実

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 過去の指導実績は、指導の種類ごと、過去５カ年程度について記入のこと。

２ 申請日以前３ヶ月以内の健康診断書(写し)を添付すること。

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

商工会指導員 の変更承認申請書

専門経営指導員 の変更承認申請書

補 助 員 の変更承認申請書

このことについて、 年度北海道商工会連合会指導事業費補助金交付要綱第５の２規定により、

次のとおり変更の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 変更者氏名

(1) 解任しようとする者

(2) 新たに任命しようとする者

資格区分 交付要綱第３－２－( ) －

２ 変更年月日

(1) 解任予定年月日

(2) 新任予定年月日

３ 変更理由

(1) 解任しようとする具体的理由

(2) 新任者の選考の経過

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 1 資格区分には第３第２項資格該当番号を記入のこと。

２ 新任予定者の履歴書を添付すること。

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第３号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

補助対象職員（長期）欠勤届

このことについて、（商工会指導員、専門経営指導員、補助員）（ 氏 名 ）は、次のとおり１月

（３月）を超えて欠勤することになったので、 年度北海道商工会連合会指導事業費補助金交付

要綱第５の３（１）（又は（２））の規定により届け出ます。

記

１ 理由

２ 欠勤開始日

３ 出勤予定日

４ その他必要な事項

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 診断書等証明書の写しを添付すること。

２ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第４号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

補助対象職員等出勤開始届

年 月 日付けで（長期）欠勤届を提出した（商工会指導員、専門経営指導員、補助員）（

氏 名 ）は、次のとおり出勤を開始したので届けます。

記

１ 欠勤期間 年 月 日から

年 月 日まで

２ 出勤開始日 年 月 日

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 出勤簿の写しを添付すること。

２ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第５号様式

年度 補助金等交付申請書

年 月 日

北海道知事 様

申請者 住 所

氏 名

（法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

上記の事業（事務）に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 事業（事務）の目的及びその概要

２ 事業（事務）の着手及び完了の予定期日

着 手 年 月 日

完 了 年 月 日

３ 補助金等交付申請額 金 円

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第６号様式

中企第 号指令

（住所）

（補助事業者名）

年（ 年） 月 日申請の 年度（ 年度）北海道商工会連合会指導事業については、申請内容

のとおり承認し、補助事業の成果を成し遂げたときは、

金 円を補助します。ただし、次の事項を守らなければなりません。

年（ 年） 月 日

北海道知事 印

１ この補助金の交付の対象となる補助事業の名称及び経費並びに補助金の額及び完了期限は、別表

のとおりです。

２ 北海道補助金等交付規則(昭和47年北海道規則第34号)、 年度（ 年度）北海道商工会連合会指

導事業費補助金交付要綱（ 年（ 年） 月 日付け中企第 号経済部長決定）及びこの決定の

通知に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を遂行し、その成果を成し遂げなければなりま

せん。

３ この補助金の交付決定の内容又は条件に対して不服のある場合は、この交付指令を受理した日か

ら10日以内に申請の取下げをすることができます。

４ 指導事業費に係る補助金は、この他の経費区分相互間との流用はできません。

５ 補助対象職員の設置費及び福利環境整備費に係る補助金については、他の経費区分相互間との流

用はできません。

６ 第４項及び前項を除く補助対象経費の配分を変更するときは、知事の承認を受けなければなりま

せん。ただし、経費区分ごとの増減額が20パーセント以内であるときはこの限りではありません。

７ 補助事業の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りではありません。

(1) 補助対象経費の合計額の増減が20パーセント以内の場合

(2) 経費区分ごとの補助対象経費の増減が20パーセント以内の場合

８ 補助対象職員の変更（解任又は任命）をしようとするときは、知事の承認を受けなければなりま

せん。

９ 補助対象職員が引き続き３か月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合（第６項の変更

承認申請を受けようとする場合を除く。）には、速やかに知事に届け出なければなりません。

10 補助対象職員が１か月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合（前項の変更承認申請を

受けようとする場合を除く。）には、速やかに知事に届け出なければなりません。

11 第9項及び第10項の届け出後、当該補助対象職員が出勤を開始した場合は、速やかに知事に届け

出なければなりません。

12 第9項、第10項及び第11項の報告があった場合において、知事は必要な指示をすることがありま

す。

13 年（ 年）９月30日現在における補助事業の遂行状況を 年（ 年）10月15日までに知事

に報告しなければなりません。

14 補助事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければ

なりません。

15 補助事業が期限までに完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事

に報告し、その指示を受けなければなりません。

16 この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業を遂行すべきことを命ぜ

られたときは、その命令に従わなければなりません。

17 前項の命令に違反したときは、当該補助事業の遂行を一時停止し、並びに当該補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示する期日までにとるべきことを命じ
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ます。

18 この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全

部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することがあり

ます。

19 補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業の完了の日若し

くは廃止の承認を受けた日から30日以内又は翌年度の４月10日までのうち、いずれか早い日までに、

補助事業等実績報告書を知事に提出しなければなりません。会計年度が終了した場合も、同様とし

ます。

20 補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税（昭和25年法律第226号）に

規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して報告しなければなりません。

21 補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によりこの補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において、前項により減額した場

合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当

該金額を返還しなければなりません。

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、

その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日までに知事に報告するとともに、

補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければ

なりません。

22 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事業の成果が適合し

ないときは、当該補助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命じます。

23 単価30万円以上の備品を購入するときは、知事の承認を受けなければなりません。

この場合において知事が当該備品の購入を承認するときは、当該備品の耐用年数を併せて指定し

ます。ただし、あらかじめ備品名を指定して補助金を交付したものについては、この限りではあり

ません。

24 補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（不動産及びその従物並びに１件の取得価格又

は効用の増加価格が30万円以上の機械及び器具・不動産等）（以下「取得財産等」という。）につ

いては、取得財産等管理台帳を整え、補助事業完了後も、その管理状況を明らかにするとともに、

その効率的な運用を図らなければなりません。

25 取得財産等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で

定める耐用年数を経過することになるまでの期間（当該耐用年数が10年を超える場合は10年）は、

あらかじめ知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、取り壊し、譲渡し、

他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供してはなりません。

ただし、交付された補助金の全部に相当する額を納付した場合は、この限りではありません。

26 前項の申請により承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納付金を

納付する条件が付されたときは、当該納付金を指定された期日までに納付しなければなりません。

27 前項に定める場合を除くほか、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分すること

により収入があったときは、その収入金額の全部又は一部に相当する納付金を道に納付させること

があります。

28 補助事業に関する帳簿又は書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別す

ることができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５

年間保存しなければなりません。ただし、処分を制限された取得財産等がある場合で当該制限され

た期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるときは、当該取得財産等の処分を制限された期間

保存しなければなりません。

29 この補助事業の完了により相当の収益が生じたときは、補助金の全部又は一部を納付しなければ

なりません。

30 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、当

該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることがありま



- 37 -

す。補助金の額の確定があった後においても、また同様とします。

(1) この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの補助金を使用しない

とき。

(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。

(3) 補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助金そ

の他の助成を含む。)を重複して受領したとき。

(4) 取得財産等をあらかじめ知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供したとき。

(5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内容若しくはこ

れに付した条件その他法令もしくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為

をしたとき。

31 前項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領

の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を

道に納付しなければなりません。

32 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付ま

での日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、その

納付金額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納付しなけ

ればなりません。

33 補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、違約加算金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しない

場合において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等（その交付が法令の規定によ

り道の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」という。）があるときは、相当の限

度においてその交付を一時停止し、又は同種の補助金等と未納付額を相殺することがあります。

34 第13項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると

認めるときは、報告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問

させることがあるので、これに協力しなければなりません。

（経済部地域経済局中小企業課商工団体係）

別表

補助 補助区分 補助事業 経費区分 経費区分 補助対象経費 補助金の額 完了期限

事業 の区分 の明細

等名
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別記第７号様式

補助金等交付申請取下書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

上記の事業（事務）に関して、 年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の

交付の決定を受けましたが、次の理由によりその交付申請を取り下げます。

（取下げの理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不服がある

場合において、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。

２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付すること。

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第８号様式

年度補助事業等変更承認申請書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業（事務）

について、その計画を次の理由により変更したいので関係書類を添えて申請します。

１ 補助金等交付決定額 金 円

２ 変更後の補助金等申請額 金 円

３ 変更の理由

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助事業等の内容の変更、補助事業等に要する経費の配分の変更等の承認申

請の場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月

日、番号を記載すること。

３ この様式に添付する関係書類は、交付申請の際の関係書類の様式によるものとし、変更後

の計画（変更されない部分を含む。）を上段に、変更前の計画を下段に括弧書きで記載し

て、変更前と変更後の内容を対比できるように作成すること。

なお、記載事項に変更がない関係書類については、添付を省略し、その旨を付記すること

として差し支えないものとする。

４ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第９号様式

補助金等概算払申請書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で交付の決定を受けた上記の事業（事務）に係る補

助金等について、概算払を受けたいので申請します。

記

１ 補助金等交付決定額 金 円

２ 既に概算払を受けた額 金 円

３ 今回概算払申請額 金 円

４ 申請の理由

５ 今後の概算払の申請予定

概算払の申請予定時期 月 月 月 合 計

概算払の申請予定額 円 円 円 円

６ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号

普通

当座

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、団体等が行う事業等に対する補助金等又は年間を通じての事務費、人件費に対

する補助金等の概算払を申請する場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、番

号を記載すること。

３ 「６ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替払を希望す

る場合に記載すること。

４ 申請時点における最新の資金収支計画を記載した書面を添付すること。

５ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１０号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

北海道商工会連合会指導事業費補助金に係る補助事業遂行状況報告書

このことについて、 年度北海道商工会連合会指導事業費補助金交付要綱第１４の規定に

より、 年９月３０日現在における補助事業の遂行状況を別添のとおり報告します。

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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（別添）

補助事業の区分 区 分 人 数 等

(1)補助対象職員の 設置人員 配 分 設 置 延月数

設置費 ①商工会指導員 人 人 月

②専門経営指導員 人 人 月

③補助員 人 人 月

(2)指導事業費 旅費及び事務費 配 分 出 席

広域指導センター所長会議 人 人

(3)小規模事業施策 小規模事業施策普 県連ニュース作成・発行 回

普及費 及費 （延発行部数）

(4)資質向上対策事 機構研修等参加費 配 分 出 席

業費 機構研修 人 人

商工会役職員等研 役職 回

修会等開催費 基本能力 回

業務分担 回

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ要員養成研修 専門スタッフ 回

事業出席旅費 人

配 分 実施数

人事交流赴任旅費 人 人

人事交流単身赴任手当 人 人

(5)商工会情報ﾈｯﾄﾜｰ 電子計算機賃借料 電子計算機 配 分 設 置

ｸ化等推進事業費 ・中 型 台 台

(6)若手後継者育成 若手後継者等育成 配 分 実施数

等地域活性化事業 事業費 青年部

費 講習会等 回 人 回 人

研修会 回 人 回 人

交流会 回 人 回 人

活動推進事業 テーマ テーマ

女性部

講習会等 回 人 回 人

研修会 回 人 回 人

交流会 回 人 回 人

活動推進事業 テーマ テーマ

広域振興等地域活 配 分 実施数

性化事業費 カ所 カ所

(8)商工会広域連携 商工会広域連携・ 配 分 実施数

・合併支援事業費 合併支援事業費 カ所 カ所

(9)経営安定特別相 特別相談事業費 配 分 実施数

談事業費 講習会等出席及び カ所 カ所

緊急対策等事業費 カ所 カ所
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別記第１１号様式

補助事業等実績報告書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業（事務）

は、 年 月 日完了したので、関係書類を添えて報告します。

口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号

普通

当座

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、番

号を記載すること。

２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、「口座振替払を希望する

場合に記載すること。

３ 補助事業等の期間が２年度以上にわたる場合で、道の会計年度が終了したときに使用する場

合は、この様式中「完了」とあるのを「執行」と訂正して使用すること。

４ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１２号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

年度消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告書

このことについて、 年度北海道商工会連合会指導事業費補助金交付要綱第１５の３の規定によ

り次のとおり報告します。

記

１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 円

２ 補助金確定時における消費税等仕入控除税額 円

３ 消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額 円

４ 要補助金返還相当額（３－２） 円

(注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）

・消費税確定申告書付表２｢課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の内訳を記載した書面（別記様式別紙）

・補助事業者等が消費税法第60条第4項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入割

合が5パーセント以下であることを確認できる資料

５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

〔 〕

(注) 消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載す

ること。

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載

〔 〕

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告書の写し（税務署

受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書

（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの）

・２割特例の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における「税額控除に係る経過措

置の適用（２割特例）」を選択した消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）

・補助事業者等が消費税法第60条第4項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入割

合が５パーセントを超えることを確認できる資料

2 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１２号様式別紙
補助金に係る消費税等仕入控除税額の内訳

補助事業者等

課税売上割合95％以上 個別対応方式 一括比例配分方式 課税売上割合 ％

補助対象 ①の内訳 ②のうち ③ の 内 訳 仕入控除 補助金に係

区 分
消費税等 補助率等る消費税等

経 費 課税対象 非課税 相当額 課税売上 共通売上 非課税 税 額 仕入控除税額

① ② ③ 対応 ④ 対応 ⑤ 売上対応 ⑥ ⑧ ⑦×⑧

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円

計
⑦

注１ 「③の内訳」欄については、課税売上割合が95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合のみ記載す
ること。

２ 「仕入控除税額」欄の算出は、次のとおりとする。
(1) 課税売上高が５億円以下、かつ課税売上割合が95％以上の事業者の場合・・・③＝⑥
(2) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合

・・・④＋［⑤×（課税売上割合）］
(3) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％未満の事業者で一括比例配分方式を採用している場合

・・・③×（課税売上割合）
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別記第１３号様式

取得財産等管理台帳（ 年度）

（単位：円）

区 分 規 格 数 量 単 価 金 額 取 得 保管場所 備 考

財産名 年月日

（注） １ 対象となる取得財産等は、交付要綱第１８の２に定める財産とする。

２ 数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場

合には区分して記載のこと。

３ 取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
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別記第１４号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

取得財産等の処分承認申請書

年度北海道商工会連合会指導事業費補助金（商工会指導事業及び経営改善普及事業）により取

得又は効用が増加した取得財産等を、次のとおり処分したいので、 年度北海道商工会連合会指導

事業費補助金交付要綱第１８の３の規定により承認を申請します。

記

１ 処分の理由

２ 処分する取得財産等（動産の場合は品名、規格、数量等、不動産の場合は地番、構造等を記載）

３ 処分を制限された期間

４ 処分する取得財産等の評価額及び算出根拠

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１５号様式

番 号

年 月 日

北海道知事 様

北海道商工会連合会

会 長

取得財産等の取得又は効用の増加に係る承認申請書

年度北海道商工会連合会指導事業費補助金により、次のとおり取得財産の取得又は効用の増

加をしたいので、北海道商工会連合会補助金交付要綱第１９の規定により、承認を申請します。

記

１ 品目及び購入予定月日

２ 取得又は増加予定価格 円

３ 取得又は増加の理由

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１６号様式

事 業 計 画 （実 績） 書

設 立 年 月 日

申請者の営む

主 な 事 業

補助事業等の

内 容

補助事業等の

実施により見

込まれる効果

（補助事業等

の成果）

備 考

注 １ 補助事業等の内容は、詳細に記載すること。

２ 補助金等の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況

を「備考」欄に記載すること。

３ 事業主体が地方公共団体であるときは、「設立年月日」及び「申請者の営む主な事業」欄

は削除して使用すること。

４ 「補助事業等の実施により見込まれる効果（補助事業等の成果）」欄には、交付申請にお

いては補助事業等の実施により見込まれる具体的な効果を、実績報告においては補助事業等

の実施により得られた具体的な成果を記載すること。



- 50 -

別記第１７号様式

補助金等交付申請額算出調書

区 分 補助事業等に要す 補 助 対 補 助 基 準 補 助 補助率 補助金等 備 考
る経費 象 経 費 により算 基本額 交付申請額

出した額
単価 数量 金額

円 円 円 円 円 円

合 計

注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事

業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。

２ 「補助事業等に要する経費」欄には、当該補助事業等に係る経費の総額を記載するものと

し、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。

３ 「補助対象経費」欄には、当該補助事業等のうち、補助の対象となる部分に係る経費の額

を記載すること。

４ 「補助基準により算出した額」欄には、補助基準（額）が定められているときはその基準

により算出した額を記載し、補助基準が定められていないときは斜線で抹消すること。

５ 「補助基本額」欄には、当該補助金等の算出の基礎となるべき額を記載すること。
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別記第１８号様式

経 費 の 配 分 調 書

区 分 補 助 事 業 負 担 区 分 備 考

等 に 要 す

る経費 道 費 補 助 自 己 道 費 補 助 寄 附 金 そ の 他
(申請)額 負 担 額 金 以 外 の

補助金等
の額

円 円 円 円 円 円

計

注 １ 「区分」欄には、経費名又は細分された事業（事務）名を記載すること。

２ 「負担区分」欄中「その他」の欄には、当該補助事業等に要する経費を支弁するための財

源として、「道費補助（申請）額」欄、「自己負担額」欄、「道費補助金以外の補助金等」欄

又は「寄附金」欄に記載すべき収入金以外の収入金があるときは、その額を記載し、かつ、

その収入金の内容を「備考」欄に記載すること。

３ 「備考」欄には、必要に応じ積算の基礎その他必要な事項を記載すること。

４ 「負担区分」欄を「道費補助（申請）額、自己負担額、道費補助金以外の補助金等、寄附

金、その他」以外に細分する必要がある場合は、適宜欄を追加して使用すること。
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別記第１９号様式

事 業 予 算 書

事業（事務）名

収入の部

科 目 金 額 備 考
款 項 目 節

円

支出の部

科 目 金 額 備 考
款 項 目 節

円

上記のとおり議決されていることを証明します。

年 月 日

○○市（町村）長（氏 名）

注 １ この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。

２ 当該補助事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のとおり議決を

されていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出することを確約します。」に

改めて使用すること。

３ 補助事業者等が市町村である場合は「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源（道

費補助金、国庫支出金、地方債等）のみを記載し、備考欄に予算の区分（一般会計又は特別

会計）を記載すること。

４ 「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので補助事業者等における通常の予算区分

がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。

５ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）」

を訂正して使用すること。

６ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。
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別記第２０号様式

資 金 収 支 計 画 書

（単位 千円）

月

区 科 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ 計 備 考

分 目

収

入 計

支

出 計

収支当月分

差額 累 計

注 １ この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が
地方公共団体である場合、当該補助事業等が実績で申請すべきこととされているものである
場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合については、この計画書の作成を要し
ないものとする。

２ 当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と
記載し、かつ、借り入れた月に当該借入金の額を表示すること。
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別 記 第 ２ １ 号 様 式

補 助 金 等 精 算 書

区 分 計 画 実 施 補 補助等の 補助金等 補助金 補助金等精算 補助事業等に係 不用額 備

助 交 付 の 決 精算額 等領収 額に対する領 る経費の債務確 （Ｋ-Ｌ） 考

率 定 済額 収未済額（L- 定額

M）

補助事 補助対 補助基 補助 補助事業等 補助対 補助基 補 助 年月日 金 支 支 計

業等に 象経経 準によ 基本額 に 要 し た 象経費 準によ 基本額 番号 額 払 払

要する り算出 経 費 り算出 済 未

経費 した額 した額 額 済

額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ L Ｍ （L-M） Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

合
計

注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を

記載すること。

２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。

３ 「補助金等の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による

変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。

４ 「補助金等精算額」欄には、実施に係る補助基本額(Ｈ)に補助率(Ｉ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金等の算出が他の方法に

よっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。

５ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。

６ 「補助事業等に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接補助事業者等に交付
する補助金等の支払済額を記載すること。
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別記第２２号様式

事 業 精 算 書

事業（事務）名

収 入 の 部

科 目 予 算 額 精 算 額 内 訳 備 考

款 項 目 節 当 初更正後の額 収入済額収入未済額

円 円 円 円 円

支 出 の 部

科 目 予 算 額 精 算 額 内 訳 不 用 額 備考

款 項 目 節 当 初更正後の額 支出済額支出未済額

円 円 円 円 円 円

上記のとおり精算したことを証明します。
年 月 日

○○市（町村）長 （氏 名）
注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。

２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、補助金等の交付を受けた者における通常の
予算及び決算の区分がこれと異なるときは、それぞれ補助事業者等の区分に従い記載して差
し支えないこと。

３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後
の額（予算の流用による更正後の額を含む。）を記載すること。

４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、か
つ、債務者又は債権者の住所氏名を「備考」欄に記載すること。

５ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源の
みを記載し、備考欄に予算の区分（一般会計又は特別会計）を記載すること。
６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合は、「当初」）欄に記載した額から
「精算額」欄に記載した額を控除した額を記載すること。
７ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）」
を訂正して使用すること。
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別記第２３号様式

補助事業等中止（廃止）承認申請書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の

名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業

（事務）について、次の理由によりその執行を中止（廃止）したいので申請します。

（中止又は廃止の理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務を中止し、又は廃止しようとす

る場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月

日、番号を記載すること。

３ この様式には、申請時点における当該補助事業等の進捗状況（廃止の場合を除く。）その

他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。
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別記第２４号様式

補助事業等執行遅延（不能）報告書

年 月 日

北海道知事 様

住所

補助事業者等

氏名（法人の場合は、法人の

名称及び代表者の氏名）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業

（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が困難とな

った）ので報告しますから指示をお願いします。

（遅延又は遂行困難の理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又は困難とな

った場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月

日、番号を記載すること。

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進捗状況その他必要と認められる事項

を記載した書類を添付すること。



個別第１号様式

円 円 円 円

俸給及び扶養手当 延人月 設置人員
地域手当 延人月 ①　商工会指導員     人
通勤手当 延人月 ②　専門経営指導員     人
期末手当 延人月 ③　補助員     人
寒冷地手当 人
住居手当 延人月
超過勤務手当 延人月
福利厚生費 人

(2)指導事業費
商工会連合会研修

指導旅費 延人     人
研修旅費 　 延人 　     人

　   人     人

指導事務費
調査研究費
講習会等開催費 回
金融指導費 延件

福利環境整備費

回

機構研修等参加費 人 機構研修     人
商工会役職員 　 回 役職      回
研修会開催費 基本能力      回

業務分担      回
専門スタッフ      回

 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ要員養成 　 人
研修出席旅費
資質向上対策推進費 　 カ所
人事交流赴任旅費 　 人
人事交流単身赴任手当 　 人

人
　

台
　　　　　　　　延月

(青年部) 講習会等 回     人
　 研修会等 回     人

交流会 回     人
　 活動推進事業 テーマ

(女性部) 講習会等 回     人
研修会等 回     人

　 交流会 回     人
活動推進事業 テーマ

　 カ所

カ所

相談事業費 特別相談事業費 　 カ所
講習会等出席及び緊 　 カ所
急対策等事業費

事業費計(2)～(9)

(10)一般振興事業費

備　　　考

(7)若手後継者育成
等地域活性化事業費

広域振興等地域活性
化事業費

補　助　事　業　計　画　書

若手後継者育成等
地域活性化事業費

小    計

職員人件費

合  　計

(8)商工会広域連
携・合併支援事業費

商工会広域連携・
合併支援事業費

(9)経営安定特別

経営安定特別相談
事業費

(4)資質向上対策事
業費

経費区分の明細 員数等

県連ﾆｭｰｽ作成・発行

(1)補助対象職員の
設置費 補助対象職員の設置

費

経費区分 自己負担額

(5)経営・技術強化
支援事業費

経営・技術強化支援
事業費

補助事業に
要する経費

補助対象経
費

補助金額補助事業の区分

(6)商工会情報ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ化等支援事業費

電子計算機賃借料

若手後継者等育成事
業費

人件費計

旅費及び事務費

広域指導ｾﾝﾀ-所長会
議出席旅費

(3)小規模事業施策
普及費

小規模事業施策普及
費

58



個別第２号様式　人件費調書
１　補助対象職員給与支給状況集計表

職
種 計画 変更

補助事業に要 -
する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 扶養手当

補助対象経費 - 地域手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 通勤手当

補助金額 - 住居手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 期末手当

補助事業に要 -
する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 扶養手当

補助対象経費 - 地域手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 通勤手当

補助金額 - 住居手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 期末手当

補助事業に要 -
する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 扶養手当

補助対象経費 - 地域手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 通勤手当

補助金額 - 住居手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( - ) ( ) 期末手当

補助事業に要 - - - - - - - - - - - - -

する経費 ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( ) ( ) 扶養手当 - -

補助対象経費 - - - - - - - - - - - 地域手当 - -

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( ) ( ) 通勤手当 - -

補助金額 - - - - - - - - - - - 住居手当 - -

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( ) ( ) 期末手当 - -

補助事業に要
する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

補助対象経費 地域手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 通勤手当

補助金額 住居手当

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期末手当

設置延月数

設置延月数

設置延月数

手　当

設置延月数

人
　
件
　
費
　
集
　
計
　
表

合計

通勤手当
寒冷地

加算

福利
厚生費

手　　  当
扶養手当

小計

専門経営
指導員

合計
福　 利超過勤務

区分
住居手当区　　分 俸給 小計

設置延月数

備考

補助員

一般

商工会
指導員

期末手当
地域手当

厚生費
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個別第２号様式　人件費調書
２　補助対象職員の給与支給状況内訳

職 番号
種 計画 変更

補助事業に要 設置 自

する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期間 至

補助対象経費
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

地域手当

積　 算 通勤手当

内訳等 住居手当

期末手当

補助事業に要 設置 自

する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期間 至

補助対象経費
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

地域手当

積　 算 通勤手当

内訳等 住居手当

期末手当

補助事業に要 設置 自

する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期間 至

補助対象経費
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

地域手当

積　 算 通勤手当

内訳等 住居手当

期末手当

補助事業に要 設置 自

する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期間 至

補助対象経費
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

地域手当

積　 算 通勤手当

内訳等 住居手当

期末手当

補助事業に要 設置 自

する経費 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 期間 至

補助対象経費
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 扶養手当

地域手当

積　 算 通勤手当

内訳等 住居手当

期末手当

注）　１　当初申請にあっては上段に計画を記載すること。
 　　　２　変更申請にあっては、上段に変更後の額を、下段に変更前の数値を（　）書きで記載すること。

005

設置延月数

003

設置延月数

004

設置延月数

001

設置延月数

002

設置延月数

住居手当
超過勤務

合計
備考

手　　  当 区分

期末手当 寒冷地

一般 加算 小計 手　当
氏名等 俸給 扶養手当 小計 地域手当 通勤手当
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附表　　通勤手当の月額算出内訳

実支給 運賃等 自動車等 自動車等分 駐車場等分 合計
月　 額 対　 象 対　　  象 計 150千円まで 計（Ｂ） （Ｃ） （D) （Ｂ＋Ｃ＋D） （A）と（B+C+D）の
（Ａ） （150千円限度） （150千円限度） いずれか低い額

001
002
003
004
005
006
007
008
009
010
011
012
013
014
015
016
017
018
019
020
021
022
023
024
025
026
027
028
029
030
031
032
033
034
035

通勤距離(km)
補助対象月額

番号 氏名

補助対象月額算出内訳（円）
運賃等分

本人支払額
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附表　　住居手当の月額算出内訳

職 借家及び 単身赴任者 月額24千円まで 月額24千円超分 月額24千円まで 月額24千円超分 AとE、F、G BとJ

種
自 宅 分 配偶者借家

分 (11千円限度）
×1/2

(17千円限度） (11千円限度）
×1/2

(17千円限度）
のいずれか

低い額
のいずれか

低い額

(A)  (B)  (A+B) (C) (D) (C+D) (H) (I) (H+I)*1/2
001
002
003
004
005
006
007
008
009
010
011
012
013
014
015
016
017
018
019
020
021
022
023
024
025
026
027
028
029
030
031
032
033
034
035

注）１　月額単価に１００円未満の端数が生じた場合は、切り捨てること。
　　２　年度途中で実支給額に変更があった場合には、２段書きにすること。

番号 氏　　名

実支給月額（円） 借　　　　　家（円）

本　人
支払額

計
本　人
支払額

計 計（E）

単身赴任者配偶者借家（円）

計（J）

補助対象月額（円）
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個別第３号様式

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後
(1)補助対象職員の 円 円 円 円 円 円 円 円
設置費 補助対象職員の 俸給及び扶養手当 延人月 延人月 設置人員

設置費 地域手当 延人月 延人月 ①　商工会指導員 人
通勤手当 延人月 延人月 ②　専門経営指導員 人
期末手当 延人月 延人月 ③　補助員 人
寒冷地手当 人 人
住居手当 延人月 延人月
超過勤務手当 延人月 延人月
福利厚生費 人 人

人件費計
(2)指導事業費

旅費及び事務費 商工会連合会研修 人
指導旅費 延人 延人 人
研修旅費 延人 　 延人 　 人

  人 　   人

指導事務費
調査研究費
講習会等開催費 回 回
金融指導費 延件 延件

福利環境整備費
小規模事業施策普及
費 回 回

機構研修等参加費
商工会役職員研 回 　 回 役職  回
修会開催費 基本能力  回

業務分担  回
専門スタッフ  回

 
コンピュータ要員養成 人 　 人
研修出席旅費
資質向上対策推進費 カ所 　 カ所
人事交流赴任旅費 人 　 人
人事交流単身赴任手当 人 　 人

人・日 人・日
　 　

電子計算機賃借料 台 台
延月 　　　　　　　　延月

若手後継者育成等 (青年部)講習会等 回 人

地域活性化事業費 　 　 研修会等 回 人
交流会 回 人

　 　 活動推進事業 ﾃｰﾏ
(女性部)講習会等 回 人

研修会等 回 人
　 　 交流会 回 人

活動推進事業 ﾃｰﾏ
カ所 　 カ所

カ所 　 カ所

(9)経営安定特別
相談事業費 経営安定特別相談 特別相談事業費 カ所 　 カ所

事業費 講習会等出席及び緊 カ所 　 カ所
急対策等事業費

事業費計(2)～(9)
小　　計

(10)一般振興事業 職員人件費
合  　計

補　助　事　業　変　更　計　画　書

若手後継者等育成
事業費

広域振興等地域活
性化事業費

経費区分 経費区分の明細

広域指導ｾﾝﾀ-所長
会議出席旅費

(7)若手後継者育成
等地域活性化事業費

備　　　考補助事業の区分

商工会広域連携・
合併支援事業費

(8)商工会広域連
携・合併支援事業費

(6)商工会情報ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ化等支援事業費

(3)小規模事業施策
普及費

(4)資質向上対策事
業費

経営・技術強化支援事
業費

(5) 経営・技術強化
支援事業費

県連ﾆｭｰｽ作成・発行 県連ﾆｭｰｽ作成・発行

補助金額 自己負担額
変更前 変更後

員数等 補助事業に要する経費 補助対象経費
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個別第４号様式

補助事業の 経費区分 補助事業に
区　　　分 要した経費

(1)補助対象職員の 円 円 円 円
設置費 補助対象職員の 俸給及び扶養手当 延人月 設置人員

設置費 地域手当 延人月 ①　商工会指導員 人
通勤手当 延人月 ②　専門経営指導員 人
期末手当 延人月 ③　補助員 人
寒冷地手当 人
住居手当 延人月
超過勤務手当 延人月
福利厚生費 人

人件費小計
(2)指導事業費

旅費及び事務費 商工会連合会研修 人
指導旅費 延人 人
研修旅費 　 延人 　 人

　   人

指導事務費
調査研究費
講習会等開催費 回
金融指導費 延件

福利環境整備費等
小規模事業施策普及
費 回

機構研修等参加費 人 機構研修 人
商工会役職員研 　 回 役職  回
修会開催費 基本能力  回

業務分担  回
専門スタッフ  回

 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ要員養成 　 人
研修出席旅費
資質向上対策推進費 　 カ所
人事交流赴任旅費 　 人 うち道連　　　人　　単会　　　人
人事交流単身赴任手当 　 人
経営・技術強化 人・日
支援事業費 　
電子計算機賃借料 台

　　　　　　　　延月

若手後継者育成等 (青年部) 講習会等 回 人
地域活性化事業 　 研修会等 回 人

交流会 回 人
　 活動推進事業 テーマ

(女性部) 講習会等 回 人
研修会等 回 人

　 交流会 回 人
活動推進事業 テーマ

　 カ所

カ所

(9)経営安定特別
相談事業費 経営安定特別相談 特別相談事業費 　 カ所

事業費 講習会等出席及び緊　 カ所

急対策等事業費
事業費計(2)～(9)

小  　計
(10)一般振興事業費 職員人件費

合  　計
注）　別添１から８を添付すること。

　補　助　金　支　払　明　細　書

(7)若手後継者育成
等地域活性化事業費 青年部、女性部活

動推進事業費

広域振興等地域活
性化事業費

商工会広域連携・
合併支援事業費

(8)商工会広域連
携・合併支援事業費

(3)小規模事業施策
普及費
(4)資質向上対策事
業費

(5) 経営・技術強化
支援事業費
(6)商工会情報ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ化支援事業費

経費区分の 備　　　考
明　　　細

員数等 補助対象経費 補助金額 自己負担額

広域指導ｾﾝﾀ-所長
会議出席旅費

県連ﾆｭｰｽ作成・発行
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個別第５号様式

商工会連合会の行う経営改善普及事業の実績

32 38
010100

対象企
業数

経営
革新

経営
一般

情報化 金　融 税　務 労　働 取　引
環境
対策

その他 計

32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83
010101

巡 010102
回 010103
指 010104
導 010105

010106
010107
010201

窓 010202
口 010203
指 010204
導 010205

010206
010207

創業 010301
指導 010401

010501
経営革

新
経営一

般
情報化 金　融 税　務 労　働 取　引

環境
対策

その他 計

32 43 48 53 58 63 68 73 78 83
集団指導 計 回数 020601

人数 020602
個別指導 計 回数 030601

人数 030601
斡旋件

数
貸付件

数

32 38 43 48 57
040101

日本 040102
政策 040103
金融 040104
公庫 040105

040106
040201

そ 040202
の 040203
他 040204

040205
040300

事業所
数

従業員
数

32 38 45
050100

小規模
共済

倒産防
止共済

中退金
共済

商工貯
蓄共済

その他

32 38 45 52 59 66
050200

配分人
数

員数
雇用延
日数

指導延
日数

対象事
業者数

うち機械
化数

32 38 43 48 55 62 69
040101
040102
040103

支援企業数 支援企業数 策定企業数 支援企業数 支援回数 支援企業数 支援企業数 申請企業数

070100
（注）　１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。
 　　　　　従って、数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても、１企業とカウントすること。
　　　　２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度の指導を受けているような実態がある場合、
　　　　　　全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　　　　　創業欄には、創業を予定しているものに対する指導回数を記載すること。
　　　　　　経営一般欄については、他の項目に該当しない経営に対する指導回数を記載すること。
　　　　　　経営革新欄、情報化欄については経営一般欄を除く他の項目と重複してカウントして差し支えないものとする。
　　　　３．各種共催加入者数については、その保有者数を記入のこと。
　　　　４．経営発達支援事業等欄については、経営発達支援計画及び事業継続力強化支援計画の策定の有無に関わらず、経営発達支援事業等の実績を記載すること。

　　　同一事業者に対して、複数項目（経営分析、事業計画策定支援等）の支援を行った場合は、各項目それぞれカウントすること。
　　　同一事業者による複数の事業計画策定や補助金申請等を支援した場合は、事業計画又は補助金ごとに企業数をカウントすること。　
　　　「事業計画策定支援」には、補助金申請のための事業計画のほか、創業計画、事業承継計画、事業継続力強化計画を含む。
　　　「補助金申請支援」は、国及び地方公共団体等の補助金の申請を支援した企業数及び申請企業数を記載すること。

経営分
析

事業計画策定支
援

フォローアップ支
援

販路開
拓支援

謝金

経営発達支援事業等

指　　　導 記帳専任
指導手当

各種共済加入者数

記帳継続

事
務
の
代
行

合計

社会保険等

その他金融機関
計

市町村制度融資
商工貯蓄共済

計
県制度融資

新 創 業 融 資
その他

マル経－Ⅱ資金

件数　　 

斡旋総額（千円） 貸付総額（千円）

金
融
の
斡
旋

一　般　・　特　別

計

講習会等
の開催に 
よる指導 

専
門
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

専門経営指導員設置延月数

製造業
建設業
小売業
卸売業

その他
計

サービス業
その他

計
製造業

補助金申請支援

巡回指導
窓口指導

建設業
小売業
卸売業

サービス業

マル経－Ⅰ資金
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個別第６号様式

広域指導センターの指導実績及び北海道商工会連合会の指導実績

対象企業
数

専門分野 業種別
中心市街
地活性化

地域振興 環境対策 その他 計

32 38 43 47 51 55 59 63 67
製　造　業 回数 100101

人数 100102
建　設　業 回数 100201

巡 人数 100202
小　売　業 回数 100301

回 人数 100302
卸　売　業 回数 100401

指 人数 100402
サービス業 回数 100501

導 人数 100502
そ　の　他 回数 100601

人数 100602
計 回数 100701

人数 100702
製　造　業 回数 110101

人数 110102
建　設　業 回数 110201

窓 人数 110202
小　売　業 回数 110301

口 人数 110302
卸　売　業 回数 110401

指 人数 110402
サービス業 回数 110501

導 人数 110502
そ　の　他 回数 110601

人数 110602
計 回数 110701

人数 110702
巡回指導 回数 110801

創 人数 110802
業 窓口指導 回数 110901
指 人数 110902
導 計 回数 111001

人数 111002

商工会指導事業実績
商工会現地

指導件数
県共催 単独催 県外共催 計 役員 職員 合同 計 経改事業

商工会事
業

調査研究 計

32 38 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 64

商工会
経営指導

員
計 商工会数 延べ回数

32 38 41 44 47 50

講師等
斡　旋 ブロック別 巡回指導 ポスター

回数 参加数 指導 作成枚数

32 38 41 46 48 52 54 57

延回数 延人数

32 38 43
070000
講習会等 研修会 交流会 地域振興 その他

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数

32 38 43 48 53 58 63 58 73 78 83
青年部 080100
女性部 080200

商工会数 延回数

32 38 43
090000

専門分野 業種別
中心市街
地活性化

地域振興 環境対策 その他 計

32 43 47 51 55 59 63 67
集団指導 計 回数 120601

人数 120602
個別指導 計 回数 130601

人数 130602

支援
企業数

支援
企業数

策定
企業数

支援
企業数

支援
回数

支援
企業数

支援
企業数

申請
企業数

070100
（注）　１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。
　　　　　　従って、数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても、
　　　　２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度の指導を受けているような実態がある場合、
　　　　　全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　　　　　また、創業欄には、創業を予定しているものに対する指導回数を記載のこと。

　３．経営発達支援事業欄については、経営発達支援計画及び事業継続力強化支援計画の策定の有無に関わらず、経営発達支援事業等の実績を記載すること。
　　　同一事業者に対して、複数項目（経営分析、事業計画策定支援等）の支援を行った場合は、各項目それぞれカウントすること。
　　　同一事業者による複数の事業計画策定や補助金申請等を支援した場合は、事業計画又は補助金ごとに企業数をカウントすること。　
　　　「事業計画策定支援」には、補助金申請のための事業計画のほか、創業計画、事業承継計画、事業継続力強化計画を含む。
　　　「補助金申請支援」は、国及び地方公共団体等の補助金の申請を支援した企業数及び申請企業数を記載すること。

専
門
経
営
指
導
員
の
指
導

による指導件数

活動推進事業

合併・広域連携の指導

講習会等の開催

140300

青年部・女性部の指導

青年部・女性部

参加事業者数 連絡会議

140100
指導資料作成 パソコン貸出

140200

区分

経営指導員研修会 役職員講習会日数 研究会等開催件数

ネットde記帳 ネットde記帳推進

経営発達支援事業等

経営分析 事業計画策定支援 フォローアップ支援
販路開拓

支援
補助金申請支援
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個別第７号様式

年度広域振興等地域活性化事業計画書

１　事業内容

  (1) 事業の必要性

　(2) 事業の日程・内容等

　(3) 事業の成果目標

２　積算明細
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個別第８号様式

年度商工会広域連携・合併支援事業計画書

１　事業内容

  (1) 事業の必要性

　(2) 事業の日程・内容等

　(3) 事業の成果目標

２　積算明細
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個別第９号様式

年度若手後継者等育成事業計画書

１　事業内容

  (1) 事業の必要性

　(2) 事業の日程・内容等

　(3) 事業の成果目標

２　積算明細
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個別第１０号様式

年度経営・技術強化支援事業計画書

１　事業内容

  (1) 事業の必要性

　(2) 事業の日程・内容等

　(3) 事業の成果目標

２　積算明細
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